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第１章 人口・世帯 

※住宅・土地統計調査※は抽出調査のため、各項目の内訳を足し合わせたものと合計が一致しない場合があります。 

１．人口と世帯の推移 

（１）人口・世帯数・世帯人員 

板橋区の人口（外国人含む）は、平成 7年以降、増加傾向にあり、平成２８年 1月 1日現

在の人口は 550,758人となっています。また、世帯数も増加する傾向にあり、平成２８年 1

月 1日現在の世帯数は 292,068世帯となっています。 

1 世帯あたりの世帯人員は減少傾向にあり、昭和 50 年に 2.88 人と 3 人を下回り、平成

22年には 1.97人/世帯と 2人を下回っています。 

■人口と世帯の推移①（各年 10月 1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査 

■人口と世帯の推移②（各年 1月 1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：板橋区戸籍住民課（外国人登録を含む）  

                                                   
※ 住宅・土地統計調査：住宅及び住宅以外で人が居住する建物に関する実態並びにこれらに居住している世帯に関する実態を

把握する調査。昭和 23年から 5年ごとに行われ、平成 20年住宅・土地統計調査はその 13回目に当た

る。 
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（２）将来推計人口 

板橋区の将来の人口については、

平成 32年までは微増しますが、そ

れ以降は緩やかな減少傾向となり、

平成 52年での人口は約53万人と

推計されています。 

その後、平成 28年に公表された

平成 27年国勢調査の結果では、平

成27年度の総人口（561,916人）

が 人 口 ビ ジ ョ ン ※ の 推 計 値

（549,080人）よりも多く、また、

平成 28年11月に公表された東京

都の人口推計においても、都の人

口のピークが当初想定されていた

平成 32年から平成37年へ５年ず

れ込んでいます。 

しかしながら、平成 27年の国勢

調査の結果では、国の人口は初め

てマイナスとなったほか、高齢化

率もさらに上昇を示すなど、人口

減少社会の到来と少子高齢化の進

行の潮流は変わってはいません。 

 

 

 

 

２．年齢 
（１）5歳階級別推移 

団塊の世代（1947年～1949年生まれ）と団塊第 2世代（1973年～1980年生まれ）を

中心に大きな山が形成されています。団塊の世代の加齢により高齢者数が急激に増加してお

り、また、団塊第 2 世代が子育て期を迎えていることがうかがえます。今後、子育て期を終

える団塊第２世代が増加傾向にあることもうかがえます。 

■5歳階級別人口の推移（各年 1月 1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳 
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「板橋区人口ビジョン及び総合戦略 2019」人口推計より作成 

板橋区の将来人口推計 

国勢調査に見る板橋区の人口構成 

※国立社会保障・人口問題研究所による平成 27

年国勢調査人口を基準とした人口推計の公表

を受けて、区は人口ビジョンの見直しを行う

予定です。 

資料 ： 平成 27年国勢調査 
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（２）5歳階級別人口の増減 

5歳ごとの集団で見た人口の推移を平成 2年から 27年の間の 5年ごとに見ると、20～39

歳（1990～1971年生まれ）までの年齢階級においては増加傾向にあるものの、それ以上の年代

になると減少する傾向となっています。 

■ 5歳コーホート※人口の推移（各年 10月 1 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（ただし平成 27年については、1月 1日時点の住民基本台帳） 

 

 

 

 

 

 

  

                                                   
※ コーホート：同年（または同期間）に出生した集団のこと。 
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３．人口動態 

（１）社会・自然増減 

平成 22年は転出人口（30,721人）が転入人口（30,262人）を上回り、社会減となって

いましたが、平成 23年以降は社会増となっています。また、自然増減については、平成 21

年は出生が死亡を上回っており、自然増となっていますが、平成 22 年以降死亡が出生を上

回っており、自然減となっています。 

■社会・自然増減 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28年版板橋区の統計 

 

（２）合計特殊出生率 

合計特殊出生率をみると、平成 17年の 1.01（東京都：1.00、国：1.26）を最低値として、

平成 18年以降は増減を繰り返しながらも上昇傾向がみられ、平成 23年からは東京都の水準

を上回っており、平成 28年には 1.21（東京都：1.24、国：1.44）となっています。 

一方、国の水準及び人口置換水準は下回った状態が続いており、少子化が進行しています。 

■合計特殊出生率の推移 

 

資料：人口動態統計（東京都、厚生労働省） 
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４．世帯の構成 

（１）家族類型 

平成 25年の主世帯（268,180世帯）のうち、主な家族類型それぞれの占める割合は、「65

歳未満の単身」が 26.3％（70,570世帯）、「夫婦のみの」が 16.3％（43,640世帯）、「夫婦

と 18歳以上の者」が 11.6％（31,220世帯）となっています。 

■世帯の型別主世帯数（各年 10月 1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

（２）世帯人員 

「1人世帯」は増加傾向にあり、昭和 60年に最も多い世帯となり、平成 12年には 10万

世帯を超え、平成 17年に微減するものの、平成 22年に大きく増加しています。一方、「4人

以上世帯」は、昭和 50年の 60,001世帯をピークに減少傾向にあります。 

これにより世帯人員は減少傾向にあり、昭和 50年に 2.84人と 3人を下回り、平成 22年

には 1.94人と 2人を下回っています。 

世帯人員別一般世帯数（各年 10月 1日） 

資料：国勢調査 
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５．高齢者数と世帯の推移 

（１）高齢者数の比較 

高齢者は平成 28年 1月現在 124,881人で、高齢化率は 23.5％となっています。 

■高齢者数の比較（23区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■高齢化率の推移（平成 22 年からの推移） 

 

 

 

 

 

 

資料：住民基本台帳による東京都の世帯と人口 平成 28年 1月（東京都） 

 

（２）高齢者数の推移 

高齢者数、高齢化率ともに上昇傾向にあり、平成 28年 10月 1日現在、「前期高齢者」が

66,222人（全高齢者の 52.0%）、「後期高齢者」が 61,227人（全高齢者の 48.0%）で、高

齢化率は 22.9%となっています。 

■高齢者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

資料：住民基本台帳（各年 10 月１日現在（外国人登録は含まない）） 
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14.2

12.2

15.4

10.4

10.9

7.1

6.6

7.0

4.8

7.0

5.5

5.7

6.9

6.5

8.2

6.8

7.9

6.6

5.2

6.9

6.1

6.9

5.5

6.7

6.7

7.3

7.1

7.9

6.2

12.5

11.9

9.3

6.4

9.0

9.5

9.7

12.5

12.9

12.2

11.6

11.6

13.8

10.6

9.2

10.7

9.5

9.9

13.9

15.4

11.1

13.4

16.6

14.6

67.6

69.4

73.5

78.0

71.3

72.5

73.6

66.0

68.5

66.7

69.9

69.0

66.8

76.3

72.1

69.6

71.4

72.7

65.0

63.7

69.4

64.0

65.0

68.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

板橋区

特別区部

千代田区

中央区

港区

新宿区

文京区

台東区

墨田区

江東区

品川区

目黒区

大田区

世田谷区

渋谷区

中野区

杉並区

豊島区

北区

荒川区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区

高齢単身世帯 高齢夫婦世帯

その他高齢者のいる世帯 高齢者なしの世帯

（３）高齢者のいる世帯 

平成 25 年の普通世帯※における「高齢単身世帯」は 34,420 世帯、「高齢夫婦世帯」は

19,080世帯、「その他高齢者のいる世帯」は 33,490世帯となっており、あわせると高齢者

のいる世帯は全体の32.4％を占めており、特に高齢者のみの世帯は19.9％となっています。 

■高齢者の有無別普通世帯割合 

（平成 20年 10月 1日）           （平成 25年 10月 1日） 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

 

 

                                                   
※ 普通世帯：住宅に住む世帯から間借りや寮・寄宿舎等に住む単身者を除いた世帯 
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６．障がい者数の推移 

平成 27年 12月 31日現在の「身体障害者手帳所持者数」は 17,755人、平成 27年 3月

31日現在の「知的障がい者（児）「愛の手帳」所持者数」は 3,730人、「心身障害者（児）医

療費助成対象者数」は 4,626人となっています。平成 27年４月 1日現在の「精神障害者保

健福祉手帳所持者数」は、4,093人になっています。 

■障害者手帳所持者数の推移

※身体障害者手帳所持者数は各年 12月 31日時点、精神障害者保健福祉手帳所持者数は各年 4月 1日時

点、その他は各年 3月 31日（年度末）時点 

資料：板橋区の統計（福祉部障がい者福祉課、福祉部志村福祉事務所）、板橋区の保健衛生 

７．外国人登録数の推移 

外国人登録数は 15,000 人前後で推移してきましたが、平成 19 年以降急激に増加してお

り、平成 22年に 18,471人（全人口の 3.4%）となります。その後は平成 25年まで減少を

続け、平成 26年から増加に転じており、20,147人（全人口の 3.7％）となっています。 

■外国人登録数の推移（各年 1月 1日）

資料：板橋区戸籍住民課 

18,315 

16,789 

17,430 

17,500 

17,667 

17,755 

3,215 

3,258 

3,381 

3,480 

3,623 

3,730 

4,760 

4,711 

4,625 

4,597 

4,173 

4,626 

2,524

2,983

3,501

3,793

4,093

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000 16,000 18,000 20,000

平成22年

平成23年

平成24年

平成25年

平成26年

平成27年

身体障害者手帳所持者数

知的障がい者（児）「愛の手帳」所持者数

心身障害者（児）医療費助成対象者数

精神障害者保健福祉手帳所持者数

(人)

16,491 

17,625 

18,471 18,355 

17,337 

16,234 16,286 

18,022 

20,147 

3.1%

3.3%

3.4%
3.4%

3.2%

3.0% 3.0%

3.3%

3.7%

2.4%

2.6%

2.8%

3.0%

3.2%

3.4%

3.6%

3.8%

4.0%

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

20,000

平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 平成28年

人口

総人口に占める割合

(人)
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236,430 
251,400 

277,480 279,420

305,370 

207,790 
224,430 

247,430 244,980 

269,370 

24,340 25,540 28,460 32,330 34,810 

10.3%
10.2% 10.3%

11.6% 11.4%

5.0%

7.0%

9.0%

11.0%

13.0%

15.0%

17.0%

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

平成5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

（戸）

住宅総数 普通世帯数 空家数 空家率

順位 区名称 空き家総数（戸） 空家率（％） 順位 区名称 空き家総数（戸） 空家率（％）

1 豊島区 30,370 15.8% 13 江戸川区 37,730 10.9%

2 大田区 61,790 14.8% 14 中央区 9,800 10.6%

3 中野区 28,920 13.7% 15 北区 20,470 10.5%

4 千代田区 4,490 13.3% 16 杉並区 35,690 10.5%

5 港区 17,140 12.9% 17 世田谷区 52,600 10.4%

6 新宿区 28,560 12.2% 18 文京区 12,950 10.0%

7 渋谷区 17,320 12.1% 19 荒川区 10,900 10.0%

8 板橋区 34,810 11.4% 20 目黒区 15,040 9.8%

9 品川区 25,930 11.4% 21 足立区 35,150 9.7%

10 特別区部 587,320 11.2% 22 台東区 10,900 9.7%

11 葛飾区 24,960 11.1% 23 練馬区 36,150 9.5%

12 墨田区 15,570 11.1% 24 江東区 20,080 7.8%

第２章 住宅ストック 

１．住宅ストック 

（１）住宅総数 

平成 25 年の「住宅総数」は、平成 20 年の 279,420 戸から約 2,500 戸増加しており、

305,370戸となっています。「住宅総数」は「普通世帯数」（269,370世帯）を上回っており、

空き家数は 34,810戸となっています。「空き家率」を見ると、平成 25年は 11.4%（34,810

戸）で、平成 20年から 0.2ポイント減少しており、特別区部平均の 11.2%とほぼ同水準と

なっています。 

■住宅総数および空き家数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

■空き家数および空き家率（23区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 
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一戸建 長屋建・共同住宅・その他

総　数 総　数

木　造 非木造 木　造 非木造

34,810 3,980 3,850 130 30,830 7,750 23,080

100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 100.0%

400 140 140 - 250 130 120

1.1% 3.5% 3.6% - 0.8% 1.7% 0.5%

26,920 460 460 - 26,470 6,960 19,510

77.3% 11.6% 11.9% - 85.9% 89.8% 84.5%

1,970 750 720 30 1,220 60 1,160

5.7% 18.8% 18.7% 23.1% 4.0% 0.8% 5.0%

5,520 2,630 2,540 90 2,890 600 2,290

15.9% 66.1% 66.0% 69.2% 9.4% 7.7% 9.9%

9,460 1,750 1,690 60 7,710 3,440 4,270

27.2% 44.0% 43.9% 46.2% 25.0% 44.4% 18.5%

25,350 2,230 2,160 70 23,120 4,310 18,810

72.8% 56.0% 56.1% 53.8% 75.0% 55.6% 81.5%

総　数

　　二　 次　 的　 住　 宅

空　　き　　家　　総　　数

　腐　朽 ･ 破　損　 な　し

　腐　朽 ･ 破　損　 あ　り

　　そ　の　他　の　住  宅

　　売　却　用　の　住  宅

　　賃　貸　用　の　住  宅

 

（２）空き家の種類 

平成 25年の空き家の種類は、「賃貸用の住宅」が 77.3%と最も多くなっています。 

建て方別にみると、「長屋建て※・共同住宅・その他」においては「賃貸用の住宅」が 85.9%

と多くなっていますが、「一戸建て」では「その他の住宅」が 66.1%と最も多くなっていま

す。 

■空き家の種類（23 区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 

■建て方別の空き家の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 

                                                   
※ 長屋建て：二つ以上の住宅を一棟に建て連ねたもので、各住宅が壁を共通にし、それぞれ別々に外部への出入口をもってい

るもの。いわゆる「テラスハウス」と呼ばれる住宅もここに含まれる。 

＜空き家の種類＞ 

□二次的住宅 

週末や休暇時に避暑・避寒・保養

などの目的で使用される住宅で、

普段は人が住んでいない住宅、ふ

だん住んでいる住宅とは別に、残

業で遅くなったときに寝泊りす

るなど、たまに寝泊りする人がい

る住宅。 

□賃貸用の住宅 

新築・中古を問わず、賃貸のため

に空き家になっている住宅。 

□売却用の住宅 

新築・中古を問わず、売却のため

に空き家になっている住宅。 

□その他の住宅 

人が住んでいない住宅で、例え

ば、転勤・入院などのため居住世

帯が長期にわたって不在や、建替

えなどのために取り壊すことに

なっている住宅など。 

1.1 

1.4 

1.8 

12.7 

2.0 

1.2 

3.3 

2.1 

2.8 

0.1 

4.7 

1.5 

0.1 

0.6 

1.4 

0.8 

1.6 

1.2 

0.4 

0.9 

1.1 

0.8 

0.5 

0.9 

77.3 

72.4 

64.4 

61.6 

67.6 

75.6 

64.6 

70.4 

66.3 

75.9 

72.9 

74.8 

74.0 

58.7 

78.5 

82.7 

74.8 

83.8 

70.7 

66.5 

74.2 

71.1 

76.2 

68.1 

5.7 

6.9 

14.7 

12.9 

8.6 

6.1 

12.5 

10.6 

4.2 

20.5 

6.1 

3.6 

17.2 

3.3 

3.5 

3.4 

2.5 

2.8 

4.2 

7.3 

4.0 

5.4 

6.1 

4.5 

15.9 

19.3 

19.2 

12.8 

21.9 

17.1 

19.5 

16.9 

26.7 

3.5 

16.3 

20.1 

8.7 

37.4 

16.6 

13.1 

21.2 

12.2 

24.6 

25.2 

20.7 

22.7 

17.1 

26.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

板橋区

特別区部

千代田区

中央区

港区

新宿区

文京区

台東区

墨田区

江東区

品川区

目黒区

大田区

世田谷区

渋谷区

中野区

杉並区

豊島区

北区

荒川区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区

二次的住宅 賃貸用の住宅 売却用の住宅 その他の住宅
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18.7%

18.2%

15.7%

9.0%

8.9%

8.8%

8.2%

7.9%

7.8%

6.9%

5.9%

5.9%

4.6%

4.5%

4.4%

4.1%

3.9%

2.8%

2.2%

2.0%

1.9%

1.7%

1.6%

1.5%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

江東区

北区

足立区

板橋区

中央区

葛飾区

墨田区

江戸川区

港区

特別区部

練馬区

荒川区

大田区

新宿区

品川区

世田谷区

千代田区

中野区

渋谷区

台東区

文京区

杉並区

目黒区

豊島区

78,070 80,200 
96,230 98,370

113,830

9,680 12,030 

13,130 10,190

10,5809,890 
11,900 

11,450 12,630

13,210
83,370 

98,370 

103,620 99,860

106,250
11,380 

10,500 

11,050 
6,230

5,600

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

平成5年 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

（戸）

持ち家 公営の借家 都市機構・公社の借家 民営借家 給与住宅

37.7%

35.9%

39.1%

40.3%

42.4%

4.7%

5.4%

5.3%

4.2%

3.9%

4.8%

5.3%

4.7%

5.2%

4.9%

40.3%

44.1%

42.1%

40.9%

39.6%

5.5%

4.7%

4.5%

2.6%

2.1%

21.3%

17.2%

17.1%

21.4%

20.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成5年

平成10年

平成15年

平成20年

平成25年

持ち家 公営の借家

都市機構・公社の借家 民営借家

給与住宅 不詳

（３）住宅の所有関係 

平成 25年では持ち家率は 42.4％となっています。 

都営と区営を合わせた「公営の借家」は 10,580戸、「都市機構・公社の借家」は 13,210

戸となっており、合わせると専用住宅のうち 7.8％を占めています。これは特別区部（6.9％）

や周辺区（中野区 2.8%、杉並区 1.7%、豊島区 1.5%、練馬区 5.9%）と比べて高い値とな

っています。 

■所有関係別住宅数の割合         ■所有関係別住宅数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

■専用住宅総数に占める公的賃貸住宅の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 
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戸建

長屋建

共同住宅

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

44,120 

0 
0 

1,710 90 

1,630 0 0 
650 

20 

64,690 

10,580 13,210 

103,530 

5,410 

（戸）

木造17,350

非木造86,180

22.6

（46,780戸）

22.0

（49,070戸）

21.6

（53,080戸）

19.4

（47,300戸）

20.3

（54,420戸）
1.1

（2,910戸）

1.6

（3,350戸）

1.8

（3,920戸）

1.0

（2,480戸）

1.1

（2,650戸）

78.3（209,880戸）

75.2（155,780戸）

75.6（168,890戸）

76.9（189,100戸）

79.3（193,560戸）

0.4

（960戸）

0.5

（1,120戸）

0.6

（1,420戸）

0.5

（1,330戸）

0.2

（470戸）

0% 20% 40% 60% 80% 100%

平成5年

平成10年

平成15年

平成20年

平成25年

一戸建 長屋建 共同住宅 その他

23区
民営借家
共同住宅
(木造)

民営借家
共同住宅
(非木造)

板 橋 区 6.5 32.1
特別区部 7.2 30.7
千代田区 0.0 37.6
中 央 区 0.1 39.5
港 区 1.1 36.8
新 宿 区 4.5 39.3
文 京 区 3.0 40.1
台 東 区 2.3 35.3
墨 田 区 1.9 35.7
江 東 区 1.4 26.9
品 川 区 5.4 33.6
目 黒 区 7.5 32.3
大 田 区 7.5 30.3
世田谷区 9.5 29.0
渋 谷 区 4.3 40.0
中 野 区 13.1 37.5
杉 並 区 16.2 29.0
豊 島 区 8.8 38.0
北 区 7.2 25.5
荒 川 区 4.0 26.2
練 馬 区 10.6 28.7
足 立 区 5.5 22.7
葛 飾 区 8.2 20.9
江戸川区 8.0 28.2

（４）建て方 

平成 25年の居住世帯のある住宅（268,180戸）のうち、各住宅の建て方別の割合は、「共

同住宅」の占める割合が高くなっており、「一戸建て」の専用住宅が 20.3％（54,420戸）、

「共同住宅」は 78.3％（209,880戸）となっています。「共同住宅」の占める割合は、昭和

63年以降、「平成 20年」まで増加していましたが、「平成 25年」は 1.0ポイント減少して

います。 

■建て方別専用住宅割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

（５）所有関係と建て方 

平成 25年の専用住宅（246,250戸）のうち、分譲マンション（「持ち家」かつ「共同住宅」）

の占める割合は 26.3％（64,690戸）となっています。木造以外の賃貸住宅（「非木造※」、

「民営借家」かつ「共同住宅」）の占める割合は 32.1％（86,180戸）です。「木造」の「賃

貸住宅」の占める割合は 6.5％（17,350戸）で、特別区部と同程度となっています。 

■所有関係別建て方別専用住宅数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 

 

                                                   
※ 非木造：鉄筋・鉄骨コンクリート造、鉄骨造、その他 
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木造

防火木造

非木造0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

4,410
3,850

1,840
930

790
670 460 390

7,030 9,930
9,010

3,950
3,690 3,970 3,920

3,290

6,350 

38,140 41,040 

19,470 
18,860 

23,990 

19,270 

6,610 

（戸）

木造

防火木造

非木造

市耐震基準施工以前

総数 木造 防火木造 非木造 その他
268,180 17,210 57,060 193,310 600
100.0% 6.4% 21.3% 72.1% 0.2%
69,710 8,260 16,960 44,490 180
26.0% 3.1% 6.3% 16.6% 0.1%

17,790 4,410 7,030 6,350 140
6.6% 1.6% 2.6% 2.4% 0.1%

51,920 3,850 9,930 38,140 40
19.4% 1.4% 3.7% 14.2% -

152,100 4,690 24,520 122,630 250
56.7% 1.7% 9.1% 45.7% 0.1%

51,970 1,840 9,010 41,040 90
19.4% 0.7% 3.4% 15.3% -
24,360 930 3,950 19,470 -

9.1% 0.3% 1.5% 7.3% -
23,330 790 3,950 18,860 -

8.7% 0.3% 1.5% 7.0% -
28,740 670 3,690 23,990 120
10.7% 0.2% 1.4% 8.9% -
23,700 460 3,920 19,270 40

8.8% 0.2% 1.5% 7.2% -
10,290 390 3,290 6,610 -

3.8% 0.1% 1.2% 2.5% -

新耐震基準以前

住宅総数

　 平成23年～25年9月

　 昭和45年以前

　昭和46年～55年

　 昭和56年～平成２年

　 平成３年～７年

　 平成18年～22年

　 平成８年～12年

　 平成13年～17年

新耐震基準以降

２．住宅の質 

（１）構造と建築時期 

平成 25 年の居住世帯のある住宅（268,180 戸）のうち、昭和 56 年の新耐震基準施行以

前に建設された住宅の占める割合は、26.0％（69,710戸）となっています。また、新耐震基

準施行以前に建設された住宅で「木造」及び「防火木造」の合計は 9.4％（25,220戸）、「非

木造」は 16.6％（44,490戸）となっています。 

■構造別建築時期別専用住宅数

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 
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42.0%

72.7%

20.3%

16.6%

36.0%

9.3%

0.4%

0.0%

0.0%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者単身普通世帯

高齢者夫婦普通世帯

持ち家 公営・都市再生機構・公社の借家 民営借家 給与住宅 同居世帯

総数 持ち家
公営・都市
再生機構・
公社の借家

民営借家 給与住宅 同居世帯

34,420 14,460 7,000 12,400 140 0
100.0% 42.0% 20.3% 36.0% 0.4% 0.0%
19,140 13,920 3,180 1,780 0 60
100.0% 72.7% 16.6% 9.3% 0.0% 0.3%

高齢者単身普
通世帯

高齢者夫婦普
通世帯

20.0%

36.7%

0.5%

4.1%

78.8%

61.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

高齢者単身世帯

高齢夫婦世帯

一戸建 長屋建 共同住宅

総数 一戸建 長屋建 共同住宅
34,420 6,880 170 27,120
100.0% 20.0% 0.5% 78.8%
19,080 7,010 290 11,650
100.0% 36.7% 4.1% 61.1%

高齢者単身世帯

高齢夫婦世帯

３．高齢者の住まい 

（１）住宅の所有関係 

高齢者の住まいを住宅の所有関係別に見ると、「高齢単身普通世帯」は、「持ち家」の占め

る割合が 42.0％（14,460世帯）と最も多く、「民営借家」が 36.0％（12,400世帯）と続い

ています。「高齢夫婦普通世帯」は、特に「持ち家」が高く 72.7％（13,920世帯）となって

おり、「民営借家」の割合は 9.3％（1,780世帯）にとどまります。 

「高齢者単身普通世帯」、「高齢者夫婦普通世帯」ともに、「共同住宅」居住者が最も多くな

っています。また、高齢単身世帯の 20.0%（6,880世帯）が「一戸建て」居住者となってい

ます。 

■所有関係別 高齢単身・夫婦主世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 

■建て方別 高齢単身・夫婦主世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 
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45.4 

51.0 

67.0 

68.3 

25.2 

20.2 

31.6 

32.2 

54.6 

49.0 

33.0 

31.7 

74.8 

79.8 

68.4 

67.8 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

持ち家（平成10年）

持ち家（平成15年）

持ち家（平成20年）

持ち家（平成25年）

借家（平成10年）

借家（平成15年）

借家（平成20年）

借家（平成25年）

高齢者のための設備がある 高齢者のための設備はない

30.0%

21.0%

10.4%

10.8%

11.3%

11.3%

8.3%

11.8%

8.7%

12.6%

34.7%

23.2%

17.5%

18.3%

19.2%

11.0%

5.5%

8.9%

6.1%

10.9%

46.5%

36.8%

26.2%

33.9%

29.1%

16.9%

8.5%

13.6%

12.7%

14.1%

52.3%

33.7%

26.0%

32.3%

28.3%

19.8%

9.6%

14.2%

14.1%

17.5%

0.0% 5.0% 10.0% 15.0% 20.0% 25.0% 30.0% 35.0% 40.0% 45.0% 50.0% 55.0%

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車椅子で通行可能

段差のない屋内

道路から玄関まで車椅子で通行可能

手すりがある

またぎやすい高さの浴槽

廊下などが車椅子で通行可能

段差のない屋内

道路から玄関まで車椅子で通行可能 平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

＜借家＞

＜持ち家＞

（２）高齢者設備の設置状況 

「持ち家」、「借家」ともに、「高齢者のための設備がある」の割合が多くなっています。 

平成 25年の専用住宅（246,250戸）のうち、「高齢者等のための設備のある住宅」の占め

る割合は、「持ち家（110,800戸）」が 68.3％（75,640戸）、「借家（135,450戸）」で 32.2％

(43,640戸)となっています。また、「高齢者のための設備がある住宅」の割合は、平成 20年

から平成 25年にかけて「持ち家」は 1.3ポイント増、「借家」は 0.6ポイント増となってい

ます。 

高齢者のための設備を所有関係別に見ると、持ち家では「手すり」（52.3%）が最も多くな

っており、次いで「またぎやすい高さの浴槽」（33.7%）となっています。借家でも「手すり」

（19.8%）が最も多くなっているものの、「持ち家」に比べて設置率は半分以下となっていま

す。借家の高齢者設備の設置状況は、持ち家に比べて全体的に低いことがうかがえます。 

■ 高齢者設備の設置状況別専用住宅割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

■ 所有関係別の高齢者設備の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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30,510

46,130

54,770

64,690

60,010

69,820

77,310

86,180

0 10,000 20,000 30,000 40,000 50,000 60,000 70,000 80,000 90,000 100,000

平成10年

平成15年

平成20年

平成25年

（戸）

分譲マンション（共同住宅・持ち家） 賃貸マンション（共同住宅・民営借家・非木造）

35

64
62 62

46

55

26 27
30

64

47 47

1,075

2,253

2,613

2,141

1,381 1,414

1,082
898

1,189
1,375

1,834

2,062

0

10

20

30

40

50

60

70

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
棟数 戸数

（戸） （棟）

４．マンションストック 

（１）マンションストックの状況 

「分譲マンション※（持ち家の共同住宅）」の戸数は平成 20年に 54,770戸であったもの

が、平成 25年において 64,690戸に増加しています。「賃貸マンション（民営借家の非木造

共同住宅）」の戸数も同様に 77,310戸から 86,180戸へ増加しています。マンションストッ

クは増加傾向にあることがうかがえます。 

■所有関係別マンション戸数 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

（２）ワンルームマンションの状況 

ワンルームマンションは、平成 17～19年度の３年間で 7,007戸（年平均 2,300戸）が供

給されています。しかし、平成 20～24 年度の供給戸数は年平均 1,192 戸となっています。

平成 25 年度は供給棟数が 64 棟と多くなっていますが、供給戸数は 1,375 戸と棟数に比べ

戸数の供給割合が少なくなっています。供給戸数に関し、平成 23 年度以降増加傾向にあり

ます。 

■ ワンルームマンションの状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：板橋区市街地整備課 

                                                   
※ マンション：「共同住宅の持家」は分譲マンション、「非木造の共同住宅の民営借家」は賃貸マンションとして考える。 



17 

 

11.5

12.3

14.1

12.2
14.7

13.4

12.9

12.4

11.8

11.1

11.9

14.7

11.6

14.2

12.9

12.6

13.9

12.6

12.1

11.7

12.5

11.1

11.1

11.0

8.0

8.8

9.8

10.6

11.9

8.9

9.3

9.0

9.0

8.9

8.8

9.6

8.4

8.9

10.2

8.3

8.7

8.9

8.1

8.8

8.9

8.3

8.3

8.1

0 2 4 6 8 10 12 14 16

板橋区

特別区部

千代田区

中央区

港区

新宿区

文京区

台東区

墨田区

江東区

品川区

目黒区

大田区

世田谷区

渋谷区

中野区

杉並区

豊島区

北区

荒川区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区

(畳)

持ち家 借家

12.1

13.3

15.2

13.2
14.2

14.5

14.4

12.9

12.5

12.6

13.4

15.0

12.9

14.1

14.9

14.6

15.1

14.0

13.0

12.0

13.6

12.5

11.9

12.0

8.9

9.4

11.0

11.1

12.3

9.3

9.9

9.7

9.5

9.5

9.2

9.9

8.8

9.4

10.9

8.9

9.2

9.2

9.3

8.8

8.8

9.3

9.1

8.9

0 2 4 6 8 10 12 14 16

板橋区

特別区部

千代田区

中央区

港区

新宿区

文京区

台東区

墨田区

江東区

品川区

目黒区

大田区

世田谷区

渋谷区

中野区

杉並区

豊島区

北区

荒川区

練馬区

足立区

葛飾区

江戸川区

(畳)

持ち家 借家

５．居住室の面積、居住面積水準 

（１）一人あたり居住室の畳数 

平成 25年の「借家」の一人あたり居住室の畳数は 8.9と、「持ち家」の 12.1に比べ狭く

なっています。他区との比較で見ると、「持ち家」、「借家」ともに低い水準にとどまっていま

す。 

■一人あたり居住室の畳数 

（平成 20年 10月 1日）          （平成 25年 10月 1 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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17.5%

4.8%

30.5%

46.6%

36.9%

47.3%

36.0%

58.4%

22.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

主世帯

持ち家

借家

最低居住面積水準未満 最低居住面積水準以上誘導居住面積水準未満 誘導居住水準面積以上

総数

268,180 46,850 17.5% 124,860 46.6% 96,470 36.0%
113,830 5,420 4.8% 41,950 36.9% 66,460 58.4%

借家 135,630 41,420 30.5% 64,200 47.3% 30,010 22.1%
公営の借家 10,580 1,010 9.5% 6,870 64.9% 2,700 25.5%
都市機構・公社の借家 13,210 230 1.7% 6,740 51.0% 6,240 47.2%
民営借家 106,240 38,850 36.6% 48,280 45.4% 19,110 18.0%
給与住宅 5,600 1,330 23.8% 2,310 41.3% 1,960 35.0%

持ち家

最低居住面積
水準未満

最低居住面積水準以上
誘導居住面積水準未満

誘導居住水準面積以上

主世帯

（２）居住水準 

居住水準については年々改善が見られるものの、平成 25年の主世帯数※（268,180世帯）

のうち、国でその解消を目標としている「最低居住面積水準未満」の世帯の占める割合は

17.5%（46,850世帯）となっています。 

住宅の所有関係別では、「持ち家（113,830世帯）」のうち、「最低居住面積水準未満」の世

帯の占める割合が 4.8％（5,420世帯）であるのに対し、「民営借家（106,240世帯）」では

36.6％(38,850世帯)と格差があります。 

「持ち家」と「借家」で居住水準を比較すると、「持ち家」については誘導居住水準を満た

す世帯が 58.4％を占めているのに対し、「借家」については 22.1％にとどまっています。 

 所有関係別居住面積水準の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 

 

                                                   
※ 主世帯数：普通世帯数から同居世帯を除いた世帯数 
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4.0 

14.4 15.8 

21.3 

7.9 

3.3 

11.2 

17.6 19.5 

14.5 

3.8 

8.4 

12.6 

36.9 

27.1 

4.8 

9.5 

1.7 

36.6 

23.8 

0

10

20

30

40

持ち家 公営の借家 都市機構・

公社の借家

民営借家 給与住宅

平成10年 平成15年 平成20年 平成25年

（％）

総数 総数
223,300 29,980 13.4% 245,910 28,520 11.6%
80,200 3,170 4.0% 96,230 3,200 3.3%

借家 139,900 26,800 19.2% 139,260 25,330 18.2%
公営の借家 12,030 1,730 14.4% 13,130 1,470 11.2%
都市機構・公社の借家 11,900 1,880 15.8% 11,450 2,010 17.6%
民営借家 104,840 22,310 21.3% 103,630 20,250 19.5%
給与住宅 11,130 880 7.9% 11,050 1,600 14.5%

総数 総数
243,980 44,660 18.3% 268,180 46,850 17.5%
98,370 3,690 3.8% 113,830 5,420 4.8%

借家 128,900 40,970 31.8% 135,630 41,420 30.5%
公営の借家 10,190 860 8.4% 10,580 1,010 9.5%
都市機構・公社の借家 12,630 1,590 12.6% 13,210 230 1.7%
民営借家 99,850 36,830 36.9% 106,240 38,850 36.6%
給与住宅 6,230 1,690 27.1% 5,600 1,330 23.8%

主世帯
持ち家

平成15年
最低居住水準未満 最低居住水準未満

平成20年
最低居住面積水準未満

平成10年

平成25年
最低居住面積水準未満

主世帯
持ち家

（参考） 

■所有関係別最低居住水準※未満の主世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

                                                   
※ 最低居住面積水準：世帯人員に応じて、健康で文化的な住生活を営む基礎として必要不可欠な住宅の面積に関する水準 

① 単身者 25㎡   ② ２人以上の世帯 10㎡×世帯人数＋10㎡ 

誘導居住面積水準：世帯人員に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考え

られる住宅の面積に関する水準で次の 2区分からなる。 

(1)一般型誘導居住面積水準 

① 単身者 55㎡   ② ２人以上の世帯 25㎡×世帯人数＋25㎡ 

(2)都市居住型誘導居住面積水準  

① 単身者 40㎡   ② ２人以上の世帯 20㎡×世帯人数＋15㎡ 

 

■世帯人数別の面積例 

 
注１)上記の式における世帯人数は、３歳未満の者は 0.25人、３歳以上６歳未満の者は 0.5人、６歳以上 10歳未満の者は 0.75

人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が 2人に満たない場合は２人とする。 

注２)世帯人数（注１の適用がある場合には適用後の世帯人数）が４人を超える場合は、上記の面積から５％を控除する。 

注３)次の場合には、上記の面積によらないことができる。 

①単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場合。 

②適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面所が確保され、上記の面積か

ら共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で確保されている場合。 

＊中高齢者の単身世帯、＊＊高齢単身を含む、＊＊＊高齢夫婦を含む 

 

単身 ２人 ３人 ４人

一般型 55 75【75】 100【87.5】 125【112.5】

都市居住型 40 55【55】 75【65】 95【85】

25 30【30】 40【35】 50【45】

【　】内は、３～５歳児が１名いる場合

世帯人数別の住戸専用面積（例）　（単位：㎡）

誘導居住

面積水準

最低居住面積水準
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0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

平成14年 平成15年 平成16年 平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年
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3,798 

3,518 
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戸数 1戸当り平均分譲価格（万円） 1戸当り平均専有面積（㎡）

供給戸数

平成18年 58.7

平成19年 66.3

平成20年 67.9

平成21年 66.3

平成22年 62.0

平成23年 61.5

平成24年 63.0

平成25年 63.2

平成26年 65.7

平成27年 66.8

専有面積
当り㎡単価
（万円）

年

第３章 住宅供給 

１．住宅フロー 

（１）利用関係別住宅着工 

平成 14 年以降、新設住宅のうち「分譲住宅」の占める割合がもっとも高く推移していま

す。平成 19年では、新設住宅数 5,539戸のうち、2,870戸（58.1％）が「分譲住宅」とな

っています。 

■利用関係別新設住宅数（年計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：建築統計年報 

（２）分譲マンションの供給 

板橋区の新築住宅の平均価格は下落傾向から平成 16 年を境に上昇傾向に転じており、新

築分譲マンションの平均分譲価格は平成 16 年に 3,518 万円であったものが、平成 20 年に

は 4,770 万円となっています。その後、平成 21 年から平成 23 年にかけて減少しています

が、平成 27年には 4,858万円と増加しています。専有面積 1㎡あたりの平均単価でみると、

平成 20 年に 67.9 万円とピークを迎え、その後減少していますが平成 24 年に増加に転じ、

平成 27年には 66.8万円まで増加しています。 

■区内の分譲マンションの供給状況（年計）             ■平均単価の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：全国マンション市場動向（株式会社 不動産研究所） 
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17.1% 3.2%3.2% 76.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

一戸建・長屋建 木造 一戸建・長屋建 非木造 共同住宅・その他 木造 共同住宅・その他 非木造

木造 非木造 木造 非木造
62,730 10,700 1,980 1,990 48,060
100.0% 17.1% 3.2% 3.2% 76.6%

一戸建・長屋建 共同住宅・その他
合計

（３）共同住宅の供給 

平成 13年から平成 25年 9月までに建築された住宅のうち、76.6％（48,060戸）が「共

同住宅・その他 非木造」（その他住宅も一部含む）であることから、マンションによる住宅

供給が続いていることが分かります。 

■利用関係別新設住宅数（年計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 
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第４章 公的賃貸住宅 

１．区営住宅等のストック状況 

（１）区営住宅 

区営住宅は、いずれも平成 5年度以降に都から移管した住宅で、11団地、15棟、470戸

を管理しています。建設年度は、高島平七丁目アパートが昭和 50 年、赤塚三丁目アパート

11号棟が昭和 52年であるほかは、いずれも新耐震基準により建設されたストックとなって

います。なお、この 2 棟についても平成 19 年度の耐震診断により、耐震補強の必要はない

との結果がでています。また、高島平七丁目アパートは、平成 21年度に大規模改修工事を行

っています。 

 

  棟数 管理戸数 

常盤台四丁目第 2アパート 1 24 

徳丸一丁目アパート 1 20 

徳丸二丁目第 2 アパート 1 28 

赤塚三丁目アパート 2 31 

舟渡二丁目第 3 アパート 2 50 

小茂根一丁目第 2アパート 2 27 

南常盤台二丁目アパート 1 32 

高島平七丁目アパート 1 88 

舟渡一丁目第 2 アパート 1 31 

西台三丁目アパート 2 95 

前野町三丁目第 2アパート 1 44 

計 15 470 

資料：板橋区住宅政策課 

（２）高齢者住宅（けやき苑） 

高齢者世帯向け（原則として 65歳以上のみの世帯）に区が借り上げ、入居者の家賃負担の

軽減を図った住宅です。高齢者住宅は 10住宅、10棟、282戸を管理しています。 

 

 棟数 管理戸数 

徳丸けやき苑（在宅サービスセンター） 1 40 

前野けやき苑 1 24 

高島平けやき苑 1 24 

常盤台けやき苑 1 19 

中台けやき苑（ふれあい館） 1 28 

成増けやき苑（在宅サービスセンター） 1 28 

桜川けやき苑 1 30 

小豆沢けやき苑 1 30 

中丸けやき苑 1 36 

大谷口上町けやき苑 1 23 

計 10 282 

資料：板橋区住宅政策課 
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（３）区立住宅 

区立住宅は、中堅所得者層のファミリー向け（子育て世帯や新婚世帯等）に、民間の建設

する優良賃貸住宅を区が 20年にわたって借り上げ、国・都・区の補助のもと、入居者の家賃

負担軽減を図って提供している住宅です。 

 

 棟数 管理戸数 

双葉町（ビバーチェ双葉町） 1 14 

前野町一丁目（ハイブリッジ前野） 1 12 

弥生町（シュテル豊） 1 18 

常盤台三丁目（セレニテ常盤台） 1 14 

大山東町（ハピネス大山東町） 1 12 

中丸町（ヒルトップ・スクエアー） 1 69 

計 6 139 

資料：板橋区住宅政策課（平成 29年 3月 31日現在） 

 

（４）改良住宅 

住宅地区改良事業の施行に伴い、その居住する住宅を失うことにより住宅に困窮する従前

居住者が入居するための賃貸住宅です。 

 

 棟数 管理戸数 

やよい住宅 1 10 

かみちょう住宅一号館 1 21 

かみちょう住宅二号館 1 27 

かみちょう住宅三号館 1 2 

計 4 60 

資料：板橋区住宅政策課 

 

（５）まちづくり推進住宅 

まちづくり推進住宅は、主として区のまちづくり事業の施行等に伴う工事期間中の「仮住

居」として利用してもらう住宅です。 

 

 棟数 管理戸数 

まちづくり推進仲宿住宅 1 13 

計 1 13 

資料：板橋区住宅政策課 
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２．区営住宅等の応募状況及び応募倍率の推移 

（１）区営住宅 

区営住宅の応募状況を見ると、募集戸数に対し相当数の応募者数があることがわかります。 

平成 28年度では募集戸数に対し、147件の応募があり、その倍率は 21.0倍となっていま

す。 

 

年度 世帯 募集戸数 応募件数 倍率 

平成 24年度 
家族向一般 5 220 44.0 

バリアフリー 0 0 0 

平成 25年度 
家族向一般 7 236 33.7 

バリアフリー 0 0 0 

平成 26年度 
家族向一般 20 209 10.5 

バリアフリー 0 0 0 

平成 27年度 
家族向一般 12 172 14.3 

バリアフリー 1 25 25.0 

平成 28年度 
家族向一般 7 147 21.0 

バリアフリー 0 0 0 

資料：板橋区住宅政策課 

  

（２）高齢者住宅（けやき苑） 

高齢者住宅においては、特に単身世帯で応募者数が多い傾向にあり、平成 28 年度では単

身向けでは 9 戸の募集に対し 185 件の応募（倍率は 20.6 倍）、世帯向けでは１戸の募集に

対し、28件の応募（倍率は 28.0倍）がとなっています。 

 

年度 世帯 募集戸数 応募件数 倍率 

平成 24年度 
単身 5 170 34.0 

世帯 4 31 7.8 

平成 25年度 
単身 7 200 28.6 

世帯 6 29 4.8 

平成 26年度 
単身 5 179 35.8 

世帯 5 30 6.0 

平成 27年度 
単身 9 221 24.6 

世帯 2 36 18.0 

平成 28年度 
単身 9 185 20.6 

世帯 1 28 28.0 

資料：板橋区住宅政策課 
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（３）区立住宅の契約成立件数 

区立住宅の募集は、１か月ごとに締め切りを設け、常時受付を行っています。 

 

年度 成立件数 

平成 24年度 2 

平成 25年度 16 

平成 26年度 18 

平成 27年度 5 

平成 28年度 6 

資料：板橋区住宅政策課 

 

３．都営住宅の募集・応募状況 

都営住宅の平成 28 年度の抽選方式による募集・応募状況は、309 戸の募集戸数に対し

6,893件の応募があり、倍率は 22.3倍となっています。 

都営住宅では、家族向け、ひとり親世帯向け、高齢者世帯向け、心身障がい者世帯向け、

多子世帯向け、特に所得の低い一般世帯向け、車いす使用者世帯向け、単身者世帯向け、若

年ファミリー向け等、世帯類型や住戸タイプに応じた募集を行っています。 
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商業地区

0.9%

工業地区

7.9%

住宅地区

91.3%

商業地区 工業地区 住宅地区 宅地　計
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0.9% 7.9% 91.3% 100%
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1.00 
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1.24 
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2.5

3.0

3.5

4.0

東京都 特別区部 板橋区

昭和58年を1.0とする

第５章 住環境 

１．土地 

（１）土地利用の状況（宅地） 

区内の土地利用の宅地部分（固定資産税対象）において、「住宅地区」が 91.3%（1,643.34ha）

と大半を占めており、「商業地区」は 0.9％（15.76ha）にとどまっています。 

■ 利用状況別宅地面積割合（平成 25年 1月 1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：東京都統計年鑑（平成 25年） 

 

（２）地価公示※の平均価格の推移（住宅地） 

バブル経済の崩壊後、地価が下落傾向を示していましたが、平成 17 年以降に上昇傾向に

なったものの、平成 20年を境に再び下落傾向を示しています。平成 26年以降は微増してき

ています。 

■ 地価公示の推移（各年 1月 1日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国土交通省地価公示（土地総合情報ライブラリー） 

 

  

                                                   
※ 地価公示：毎年 1月 1日時点における標準地の正常な価格を 3月に公示するものであり、一般の土地の取引価格に対して指

標を与え、公共用地の取得価格の算定に資するとともに、不動産鑑定士等が土地についての鑑定評価を行う場合

の規準等となることにより、適正な地価の形成に寄与することを目的としている。 
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満
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66.7%
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0.3%
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

医療機関

公園

公民館・集会所

緊急避難所

老人デイサービス

250m未満 250～500 500～1000 1000m以上

主世帯総数 200m未満 200～500m未満 500～1000m未満 1000～2000m未満 2000m以上
268,180 43,100 102,330 103,180 18,900 670
100.0% 16.1% 38.2% 38.5% 7.0% 0.2%

主世帯総数 250m未満 250～500m未満 500～1000m未満 1000m以上
268,180 241,120 26,660 400 0
100.0% 89.9% 9.9% 0.1% 0.0%

268,180 125,800 92,950 48,750 690

100.0% 46.9% 34.7% 18.2% 0.3%

268,180 178,910 84,690 4,580 0

100.0% 66.7% 31.6% 1.7% 0.0%

268,180 197,810 68,540 18,300 0

100.0% 73.8% 25.6% 6.8% 0.0%

268,180 167,880 89,960 10,340 0
100.0% 62.6% 33.5% 3.9% 0.0%

公民館・集会所（戸）

緊急避難所（戸）

老人デイサービス（戸）

駅までの距離（戸）

医療機関（戸）

公園（戸）

２．利便性 

（１）交通利便性 

鉄道ではＪＲ埼京線、都営地下鉄三田線、東武東上線、東京メトロ有楽町線・副都心線で

合わせて 24の駅があります。また、首都高速道路が通っており、都心とのアクセスという面

において利便性が高くなっています。 

■ 鉄道駅 

路 線 駅 

Ｊ Ｒ 埼 京 線 板橋駅 浮間舟渡駅   

都 営 地 下 鉄 三 田 線 新板橋駅 板橋区役所前駅 板橋本町駅 本蓮沼駅 

 志村坂上駅 志村三丁目駅 蓮根駅 西台駅 

 高島平駅 新高島平駅 西高島平駅  

東 武 東 上 線 下板橋駅 大山駅 中板橋駅 ときわ台駅 

 上板橋駅 東武練馬駅 下赤塚駅 成増駅 

東京メトロ有楽町線・副都心線 小竹向原駅 地下鉄赤塚駅 地下鉄成増駅  

 

（２）生活利便性 

生活利便性を最寄りの諸機関までの距離で見ると、1kmを徒歩圏と考えた場合、駅の徒歩

圏については 92.8％（248,610世帯）となっており、「老人デイサービス」については 100％

（268,180世帯）と、すべての主世帯は徒歩圏内にあります。 

■ 駅までの距離別主世帯割合        ■ その他諸機関までの距離別主世帯割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 25年住宅・土地統計調査 
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３．防災性 

（１）密集事業地区分布 

現在、大谷口地区、若木地区の 2地区が住宅市街地総合整備事業（密集住宅市街地整備型）

の事業地区として指定されているなど、道路・公園等の整備、並びに密集している老朽住宅

の除却等により住環境の改善が望まれる地区が存在します。 

 

（２）地域危険度 

平成 25 年度における地域危険度をみると、総合危険度では、区南部の危険度が高い傾向

にあります。平成 19 年度の調査では中坂板及び大谷口北町の危険度がランク 4 でしたが、

平成 25年度の調査においては、危険度が低下しています。 

■ 総合危険度ランク（建物倒壊や延焼の危険性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 建物倒壊危険度（建物倒壊の危険性）   ■ 火災危険度（火災の発生による延焼の危険性） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地震に関する地域危険度測定調査（第 7回）(平成 25年 9月公表) 
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72.1% 0.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%
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平成15年

平成20年

平成25年

木造・防火木造 非木造 その他

木造 防火木造
194,080 95,260 28,980 66,280 98,820 0
100.0% 49.1% 14.9% 34.2% 50.9% 0.0%
207,030 90,730 21,210 69,520 116,300 0
100.0% 43.8% 10.2% 33.6% 56.2% 0.0%
223,310 88,550 31,000 57,550 134,760 0
100.0% 39.7% 13.9% 25.8% 60.3% 0.0%
245,910 87,160 26,190 60,970 158,740 10
100.0% 35.4% 10.7% 24.8% 64.6% 0.0%
243,990 70,390 22,190 48,200 173,510 90
100.0% 28.8% 9.1% 19.8% 71.1% 0.0%
268,180 74,270 17,210 57,060 193,310 600
100.0% 27.7% 6.4% 21.3% 72.1% 0.2%

木造・防火木造
非木造年度 総数 その他

昭和63年

平成5年

平成20年

平成10年

平成15年

平成25年

（３）住宅の不燃化状況 

平成 25年の居住世帯のある住宅（268,180戸）のうち、鉄筋コンクリート造をはじめと

した「非木造」の住宅の占める割合が 72.1％（193,310戸）となっており、平成 5年（56.2％）

と比べると住宅の不燃化が進んでいます。ただし、「木造・防火木造」の住宅も 27.7％（74,270

戸）となっており、およそ 3分の 1が「木造・防火木造」の住宅となっています。 

■ 構造別住宅割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：住宅・土地統計調査 

 

（４）都市型水害の発生状況 

都市化の進展に伴って土地の保水機能が低下し、集中豪雨で雨水が短時間に集中して河川

や下水道などに流れ込むことによる都市型水害の発生が懸念されています。平成 23 年度の

集中豪雨において、床上浸水 62件、床下浸水 25件の被害が生じています。 

 

 

 

 

 

資料：水害統計調査 

  

発生年度 床上浸水（件） 床下浸水（件）

平成23年 62 25

平成24年 - -

平成25年 32 16

平成26年 12 -

平成27年 5 3
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（５）火災の発生状況 

火災発生件数は平成 23 年に約 250 件ありましたが、その後は 200 件程度で推移してお

り、「放火・放火の疑」は減少傾向にあります。 

■ 火災件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：平成 28年版板橋区の統計 

 

４．防犯性 

刑法犯の件数は年々減少傾向にあります。「平成 27年」は 5,767件となっており、「平成

23年」と比べると約 23%減少しています。 

■ 刑法犯の種類別認知件数 

 

資料：平成 28年版板橋区の統計 
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第６章 住宅・土地統計調査の地域別特別集計 

 

■地域区分図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 平成 25 年住宅・土地統計調査は、平成 22 年国勢調査の調査区の中から一部の調査区を抽出して

行われたサンプリング調査で、集計結果は一定の乗率にもとづいて推計したものです。そのため、

地域別・項目別などの内訳を足し合わせたものと合計が一致しない場合があります。また、地域別

特別集計の結果（Ｐ31～36）については、区で個票を独自に集計したものであるため、総務省か

ら公表される数値と相違する場合があります。 

 

  

高島平地域 

蓮根地区 

舟渡地区 

高島平地区 

赤塚地域 

下赤塚地区 

成増地区 

徳丸地区 
志村地域 

清水地区 

志村坂上地区 

中台地区 

前野地区 

板橋地域 

板橋地区 

熊野地区 

仲宿地区 

仲町地区 

富士見地区 

常盤台地域 

大谷口地区 

常盤台地区 

桜川地区 
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構成比 構成比 空き家 構成比

板 橋 地 域 75,430 66,150 87.7% 9,280 12.3% 8,650 11.5%

常 盤 台 地 域 44,460 38,550 86.7% 5,910 13.3% 5,540 12.5%

志 村 地 域 64,050 56,400 88.1% 7,650 11.9% 6,990 10.9%

赤 塚 地 域 20,090 17,260 85.9% 2,830 14.1% 2,750 13.7%

高 島 平 地 域 101,350 89,830 88.6% 11,520 11.4% 10,900 10.8%

板 橋 区 305,370 268,180 87.8% 37,190 12.2% 34,810 11.4%

地域 住宅総数
居住世帯あり 居住世帯なし

公営の借家
都市機構
・公社の借家

民営借家 給与住宅

66,150 26,810 34,720 1,640 440 31,160 1,480 4,610

100.0% 40.5% 52.5% 2.5% 0.7% 47.1% 2.2% 7.0%

平成20年 100.0% 39.7% 50.6% 1.2% 1.4% 44.7% 3.3% 9.6%

平成15年 100.0% 35.2% 60.3% 3.9% 0.9% 49.5% 6.0% 4.5%

平成10年 100.0% 33.3% 66.5% 4.5% 4.4% 47.7% 9.9% 0.2%

38,550 16,350 18,740 120 30 17,400 1,190 3,470

100.0% 42.4% 48.6% 0.3% 0.1% 45.1% 3.1% 9.0%

平成20年 100.0% 37.7% 57.0% 3.0% 0.8% 49.8% 3.3% 5.3%

平成15年 100.0% 50.1% 42.3% 3.2% 0.0% 37.0% 2.1% 7.6%

平成10年 100.0% 37.1% 62.5% 1.3% 0.0% 59.9% 1.3% 0.4%

56,400 30,880 22,730 2,780 2,460 16,670 820 2,790

100.0% 54.8% 40.3% 4.9% 4.4% 29.6% 1.5% 4.9%

平成20年 100.0% 53.1% 41.0% 5.2% 2.6% 32.1% 1.1% 5.8%

平成15年 100.0% 43.6% 52.8% 5.7% 1.2% 42.4% 3.4% 3.7%

平成10年 100.0% 47.1% 52.1% 8.8% 2.4% 35.4% 5.4% 0.8%

17,260 9,270 6,550 270 0 6,120 160 1,440

100.0% 53.7% 37.9% 1.6% 0.0% 35.5% 0.9% 8.3%

平成20年 100.0% 46.3% 48.6% - - 46.1% 2.5% 5.1%

平成15年 100.0% 40.3% 55.3% 5.4% 3.0% 44.3% 2.6% 4.3%

平成10年 100.0% 37.6% 59.4% 2.6% 0.8% 53.9% 2.2% 3.0%

89,830 30,520 52,920 5,780 10,280 34,900 1,960 6,400

100.0% 34.0% 58.9% 6.4% 11.4% 38.9% 2.2% 7.1%

平成20年 100.0% 34.3% 59.2% 7.2% 12.6% 37.1% 2.3% 6.5%

平成15年 100.0% 30.3% 67.7% 8.3% 17.8% 34.4% 7.3% 2.0%

平成10年 100.0% 24.5% 72.6% 10.0% 20.0% 38.8% 3.8% 2.9%

268,180 113,830 135,640 10,580 13,210 106,250 5,600 18,710

100.0% 42.4% 50.6% 3.9% 4.9% 39.6% 2.1% 7.0%

地域 調査年 総数 持ち家 借家 不詳

志 村 地 域

赤 塚 地 域

高 島 平 地 域

板 橋 区

平成25年

平成25年

平成25年

板 橋 地 域

常 盤 台 地 域

平成25年

平成25年

平成25年

（１）住宅数（平成 25 年） 

住宅総数は「高島平地域」が約 10.1万戸と最も多く、「赤塚地域」が約 2.0万戸と最も少

なくなっています。空き家の割合を見ると、「赤塚地域」が 14.1％、常盤台地域が 13.3％、

「板橋地域」が 12.3％と、区全体の数値を上回っています。 

■ 住宅数 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）所有関係別住宅数の割合（平成 25年） 

持ち家については、「志村地域」で 54.8％と最も高い割合を占めており、次いで「赤塚地

域」が 53.7％となっています。借家全体については「高島平地域」が 58.9％と高くなって

おり、特に都市機構・公社の借家については 11.4％と他地域に比べて高い割合となっていま

す。民営借家については「板橋地域」が 47.1％と最も高い割合を占めており、次いで「常盤

台地域」が 45.1％となっています。 

■所有関係別住宅数 
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地域 総数 一戸建 長屋建 共同住宅 その他

66,150 11,490 540 53,710 410

100.0% 17.4% 0.8% 81.2% 0.6%

38,550 10,150 560 27,620 230

100.0% 26.3% 1.5% 71.6% 0.6%

56,400 13,160 530 42,680 30

100.0% 23.3% 0.9% 75.7% 0.1%

17,260 5,590 150 11,510 0

100.0% 32.4% 0.9% 66.7% 0.0%

89,830 14,040 1,130 74,360 300

100.0% 15.6% 1.3% 82.8% 0.3%

268,180 54,420 2,910 209,880 960

100.0% 20.3% 1.1% 78.3% 0.4%

板 橋 地 域

常 盤 台 地 域

志 村 地 域

赤 塚 地 域

高 島 平 地 域

板 橋 区

地域 調査年 総数 木造 防火木造 非木造

66150 4190 12750 49050

100.0% 6.3% 19.3% 74.1%

平成20年 100.0% 8.9% 18.4% 72.6%

平成15年 100.0% 13.5% 21.7% 64.8%

38550 2700 11200 24570

100.0% 7.0% 29.1% 63.7%

平成20年 100.0% 12.3% 21.9% 65.8%

平成15年 100.0% 14.5% 33.7% 51.7%

56400 5010 11860 39420

100.0% 8.9% 21.0% 69.9%

平成20年 100.0% 13.5% 17.6% 68.9%

平成15年 100.0% 19.1% 20.0% 60.9%

17260 1970 4960 10330

100.0% 11.4% 28.7% 59.8%

平成20年 100.0% 6.3% 31.8% 62.0%

平成15年 100.0% 14.8% 36.1% 49.2%

89830 3340 16290 69930

100.0% 3.7% 18.1% 77.8%

平成20年 100.0% 5.7% 18.6% 75.7%

平成15年 100.0% 4.3% 16.7% 79.1%

268180 17210 57060 193310

100.0% 6.4% 21.3% 72.1%

平成20年 100.0% 9.1% 19.8% 71.1%

平成15年 100.0% 10.7% 24.8% 64.6%

平成25年

板 橋 区

高 島 平 地 域

赤 塚 地 域

志 村 地 域

常 盤 台 地 域

板 橋 地 域

平成25年

平成25年

平成25年

平成25年

平成25年

地域 総数 昭和45年以前
昭和46年
～昭和55年

昭和56年
～平成2年

平成3年
～平成7年

平成8年
～平成12年

平成13年
～平成17年

平成18年
～平成22

平成23年
～平成25年9月

昭和55年以前

66,150 4,890 8,000 13,460 6,470 6,510 6,110 7,230 4,280 12,890

100.0% 7.4% 12.1% 20.3% 9.8% 9.8% 9.2% 10.9% 6.5% 19.5%

38,550 2,690 5,900 8,470 2,680 4,680 3,240 1,860 1,020 8,590

100.0% 7.0% 15.3% 22.0% 7.0% 12.1% 8.4% 4.8% 2.6% 22.3%

56,400 4,190 11,480 8,660 6,450 4,590 7,020 6,310 2,440 15,670

100.0% 7.4% 20.4% 15.4% 11.4% 8.1% 12.4% 11.2% 4.3% 27.8%

17,260 1,580 2,420 2,940 1,200 2,090 2,430 900 960 4,000

100.0% 9.2% 14.0% 17.0% 7.0% 12.1% 14.1% 5.2% 5.6% 23.2%

89,830 4,590 24,170 18,450 7,550 5,460 9,940 7,430 1,600 28,760

100.0% 5.1% 26.9% 20.5% 8.4% 6.1% 11.1% 8.3% 1.8% 32.0%

268,180 17,940 51,970 51,970 24,360 23,330 28,740 23,700 10,290 69,910

100.0% 6.7% 19.4% 19.4% 9.1% 8.7% 10.7% 8.8% 3.8% 26.1%

板 橋 地 域

常 盤 台 地 域

志 村 地 域

赤 塚 地 域

高 島 平 地 域

板 橋 区

（３）建て方別住宅数（平成 25 年） 

いずれの地域についても共同住宅

の占める割合が最も高く、「高島平地

域」が 82.8％と最も高くなっていま

す。一戸建ての占める割合について

は「赤塚地域」が 32.4％と最も高く

なっています。 

 

 

 

（４）構造別住宅数（平成 25年） 

木造住宅の占める割合は「赤塚地

域」で 11.4％と高くなっており、「高

島平地域」では 3.7％と低くなって

います。非木造住宅の割合を見ると、

「高島平地域」で 77.8％となってお

り、不燃化が進んでいることが分か

ります。一方、「赤塚地域」では

59.8％と低い割合にとどまってい

ます。 

 

 

 

 

 

 

（５）建築時期別住宅数（平成 25年） 

「志村地域」及び」「高島平地域」を除く 3つの地域で昭和 56年から平成 2年にかけて建

設された住宅が最も高い割合となっています。「高島平地域」では団地の建設が集中的に行わ

れた昭和 46 年から 55 年の占める割合が 26.9％と最も高く、他地域とは異なる傾向を示し

ています。また、新耐震基準以前である昭和 55年以前に建設された住宅の割合は、「志村地

域」と「高島平地域」で高くなっています。 

■建築時期別住宅数 

 

 

 

 

 

 

  

■建て方別住宅数 

■構造別住宅数 
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世帯数 構成比

板 橋 地 域 66,150 13,770 20.8%

常 盤 台 地 域 38,550 8,730 22.6%

志 村 地 域 56,400 7,010 12.4%

赤 塚 地 域 17,260 2,320 13.4%

高 島 平 地 域 89,830 15,020 16.7%

板 橋 区 268,180 46,850 17.5%

地域 主世帯総数
最低居住水準未満

世帯数 構成比

一戸建 11,490 220 1.9%

長屋建 540 0 0.0%

共同住宅 53,710 13,550 25.2%

その他 410 0 0.0%

一戸建 10,150 270 2.7%

長屋建 560 0 0.0%

共同住宅 27,620 8,410 30.4%

その他 230 50 21.7%

一戸建 13,160 290 2.2%

長屋建 530 0 0.0%

共同住宅 42,680 6,720 15.7%

その他 30 0 0.0%

一戸建 5,590 30 0.5%

長屋建 150 40 26.7%

共同住宅 11,510 2,260 19.6%

その他 0 0 0.0%

一戸建 14,040 100 0.7%

長屋建 1,130 30 2.7%

共同住宅 74,360 14,860 20.0%

その他 300 30 10.0%

一戸建 54,420 910 1.7%

長屋建 2,910 60 2.1%

共同住宅 209,880 45,800 21.8%

その他 960 70 7.3%

常 盤 台 地 域

志 村 地 域

赤 塚 地 域

高 島 平 地 域

板 橋 区

地域 住宅の建て方 主世帯総数
最低居住水準未満

板 橋 地 域

（６）最低居住面積水準未満世帯の割合（平成 25 年） 

「常盤台地域」において最低居住面積水準を満たさない世帯の割合が 22.6％と最も高くな

っており、志村地域については 12.4％と最も低くなっています。住宅の建て方別に見ると、

共同住宅において板橋地域が 25.2％と高くなっています。住宅の所有関係別に見ると、借家

のうち、民営借家において最低居住面積水準を満たさない世帯の割合が 36.6%と高くなって

おり、「高島平地域」及び「板橋地域」で約 38％と高くなっています。 

■最低居住水準未満世帯の割合     ■住宅の所有関係別最低居住水準未満世帯の割合 

  

 

 

 

 

 

■住宅の建て方別最低居住水準未満世帯 

の割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

世帯数 構成比
26,810 1,320 4.9%

借家 34,720 12,450 35.9%
1,640 110 6.7%
440 0 0.0%

31,160 11,900 38.2%
1,480 440 29.7%

16,350 1,770 10.8%
借家 18,740 6,970 37.2%

120 0 0.0%
30 0 0.0%

17,400 6,260 36.0%
1,190 710 59.7%

30,880 1,250 4.0%
借家 22,730 5,750 25.3%

2,780 330 11.9%
2,460 20 0.8%

16,670 5,370 32.2%
820 30 3.7%

9,270 330 3.6%
借家 6,550 1,990 30.4%

270 40 14.8%
0 0 0.0%

6,120 1,920 31.4%
160 30 18.8%

30,520 750 2.5%
借家 52,920 14,260 26.9%

5,780 530 9.2%
10,280 210 2.0%
34,900 13,400 38.4%
1,960 120 6.1%

113,830 5,420 4.8%
借家 135,640 41,420 30.5%

10,580 1,010 9.5%
13,210 230 1.7%

106,250 38,850 36.6%
5,600 1,330 23.8%

板 橋 区

給与住宅
民営借家
都市機構・公社の借

住宅の所有関係

都市機構・公社の借

都市機構・公社の借家

給与住宅

公営の借家

民営借家

公営の借家

給与住宅
民営借家
都市機構・公社の借
公営の借家

給与住宅

持ち家

持ち家

志 村 地 域

赤 塚 地 域

高 島 平 地 域

民営借家
都市機構・公社の借
公営の借家

給与住宅

主世帯総数
最低居住水準未満

板 橋 地 域

常 盤 台 地 域
公営の借家

持ち家

持ち家

持ち家

持ち家

民営借家
都市機構・公社の借
公営の借家

給与住宅
民営借家

地域
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世帯数 構成比

18,290 4,130 22.6%

7,810 3,090 39.6%

3,670 270 7.4%

5,150 320 6.2%

4,100 1,310 32.0%

2,430 130 5.3%

12,040 2,270 18.9%

8,460 1,460 17.3%

5,260 180 3.4%

21,820 2,340 10.7%

1,770 250 14.1%

1,030 0 0.0%

29,700 2,800 9.4%

12,280 1,760 14.3%

6,700 230 3.4%

86,990 11,860 13.6%

34,430 7,870 22.9%

19,080 820 4.3%

最低居住水準未満

板 橋 地 域

常 盤 台 地 域

65歳以上の世帯員のいる世帯

うち夫婦世帯

うち単身世帯

65歳以上の世帯員のいる世帯

高齢者のいる世帯の内訳

うち夫婦世帯

うち単身世帯

主世帯総数

うち夫婦世帯

うち単身世帯

65歳以上の世帯員のいる世帯

うち夫婦世帯

うち単身世帯

65歳以上の世帯員のいる世帯

志 村 地 域

赤 塚 地 域

高 島 平 地 域

板 橋 区

65歳以上の世帯員のいる世帯

うち夫婦世帯

うち単身世帯

地域

うち夫婦世帯

うち単身世帯

65歳以上の世帯員のいる世帯

住宅総数 二次的住宅 空き家

別荘 その他 賃貸用 売却用 その他

76,330 620 130 0 130 8,520 6,070 700 1,750 30

100.0% 0.8% 0.2% 0.0% 0.2% 11.2% 8.0% 0.9% 2.3% 0.0%

44,880 380 50 0 50 5,490 4,700 150 640 0

100.0% 0.8% 0.1% 0.0% 0.1% 12.2% 10.5% 0.3% 1.4% 0.0%

64,560 670 100 0 100 6,890 5,390 150 1,350 0

100.0% 1.0% 0.2% 0.0% 0.2% 10.7% 8.3% 0.2% 2.1% 0.0%

20,190 80 100 0 100 2,650 2,140 120 390 0

100.0% 0.4% 0.5% 0.0% 0.5% 13.1% 10.6% 0.6% 1.9% 0.0%

102,350 580 20 0 20 10,880 8,620 860 1,400 30

100.0% 0.6% 0.0% 0.0% 0.0% 10.6% 8.4% 0.8% 1.4% 0.0%

308,310 2,320 400 0 400 34,410 26,920 1,970 5,520 60

100.0% 0.8% 0.1% 0.0% 0.1% 11.2% 8.7% 0.6% 1.8% 0.0%

高島平地域

板橋区

板橋地域

常盤台地域

赤塚地域

志村地域

建築中の
住宅

地域
一時現在者の
みの住宅

（７）高齢者世帯の居住水準（平成 25 年） 

65歳以上の世帯員のいる世帯については、最低居住面積水準を満たさない世帯が「板橋地

域」で 22.6％と他地域に比べ高い割合となっています。また、高齢者単身世帯について見る

と、「板橋地域」で 39.6％と最も高くなっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）居住世帯のない住宅の割合（平成 25 年） 

空き家について、「赤塚地域」が 13.1％と高くなっており、次いで、「常盤台地域」が 12.2％

となっています。どの地域も、売却用の住宅よりも賃貸用の住宅の空き家率が高くなってい

ます。 

建て方別にみると、共同住宅の空き家率が高くなっており、特に「高島平地域」が 89.1％

と高くなっています。一戸建てにおいては、「赤塚地域」が 20.7％と高くなっています。 

腐朽・破損の有無別にみると、「志村地域」において、腐朽がある住宅の空き家率が 48.9％

と特に高くなっています。 

■居住世帯のない住宅の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

■高齢者世帯の居住水準 
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有 無

構成比 構成比

合計 8,640 2,050 23.7% 6,590 76.3%

二次的住宅 130 90 69.2% 30 23.1%

賃貸用 6,070 1,120 18.5% 4,950 81.5%

売却用 700 40 5.7% 660 94.3%

その他 1,750 800 45.7% 940 53.7%

合計 2,750 570 20.7% 2,180 79.3%

二次的住宅 100 50 50.0% 50 50.0%

賃貸用 2,140 410 19.2% 1,730 80.8%

売却用 120 40 33.3% 90 75.0%

その他 390 80 20.5% 310 79.5%

合計 5,540 2,710 48.9% 2,830 51.1%

二次的住宅 50 0 0.0% 50 100.0%

賃貸用 4,700 2,160 46.0% 2,540 54.0%

売却用 150 150 100.0% 0 0.0%

その他 640 400 62.5% 240 37.5%

合計 6,990 1,940 27.8% 5,050 72.2%

二次的住宅 100 30 30.0% 70 70.0%

賃貸用 5,390 1,470 27.3% 3,920 72.7%

売却用 150 0 0.0% 150 100.0%

その他 1,350 430 31.9% 920 68.1%

合計 10,900 2,190 20.1% 8,720 80.0%

二次的住宅 20 0 0.0% 20 100.0%

賃貸用 8,620 1,530 17.7% 7,090 82.3%

売却用 860 0 0.0% 860 100.0%

その他 1,400 650 46.4% 750 53.6%

合計 34,810 9,450 27.1% 25,350 72.8%

二次的住宅 400 170 42.5% 220 55.0%

賃貸用 26,920 6,690 24.9% 20,230 75.1%

売却用 1,970 220 11.2% 1,750 88.8%

その他 5,520 2,370 42.9% 3,150 57.1%

板 橋 区

板 橋 地 域

高 島 平 地 域

赤 塚 地 域

志 村 地 域

常 盤 台 地 域

地域 空き家の種類 空き家総数

■建て方別空き家数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■腐朽・破損の有無別空き家数の割合 

 

 

  

総数 総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比 総数 構成比

合計 8,640 1,030 11.9% 180 2.1% 7,410 85.8% 20 0.2%
二次的住宅 130 80 61.5% 0 0.0% 50 38.5% 0 0.0%
賃貸用 6,070 100 1.6% 110 1.8% 5,840 96.2% 20 0.3%
売却用 700 150 21.4% 0 0.0% 540 77.1% 0 0.0%
その他 1,750 700 40.0% 70 4.0% 980 56.0% 0 0.0%

合計 5,540 630 11.4% 160 2.9% 4,750 85.7% 0 0.0%
二次的住宅 50 0 0.0% 0 0.0% 50 100.0% 0 0.0%
賃貸用 4,700 70 1.5% 70 1.5% 4,560 97.0% 0 0.0%
売却用 150 150 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
その他 640 410 64.1% 90 14.1% 140 21.9% 0 0.0%

合計 6,990 870 12.4% 150 2.1% 5,960 85.3% 0 0.0%
二次的住宅 100 0 0.0% 0 0.0% 100 100.0% 0 0.0%
賃貸用 5,390 170 3.2% 90 1.7% 5,130 95.2% 0 0.0%
売却用 150 40 26.7% 0 0.0% 100 66.7% 0 0.0%
その他 1,350 660 48.9% 60 4.4% 620 45.9% 0 0.0%

合計 2,750 570 20.7% 50 1.8% 2,080 75.6% 40 1.5%
二次的住宅 100 50 50.0% 50 50.0% 0 0.0% 0 0.0%
賃貸用 2,140 100 4.7% 0 0.0% 2,040 95.3% 0 0.0%
売却用 120 120 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
その他 390 310 79.5% 0 0.0% 40 10.3% 40 10.3%

合計 10,900 890 8.2% 220 2.0% 9,710 89.1% 90 0.8%
二次的住宅 20 20 100.0% 0 0.0% 0 0.0% 0 0.0%
賃貸用 8,620 30 0.3% 70 0.8% 8,530 99.0% 0 0.0%
売却用 860 280 32.6% 0 0.0% 580 67.4% 0 0.0%
その他 1,400 560 40.0% 150 10.7% 610 43.6% 90 6.4%

合計 34,810 3,980 11.4% 760 2.2% 29,920 86.0% 150 0.4%
二次的住宅 400 140 35.0% 50 12.5% 200 50.0% 0 0.0%
賃貸用 26,920 460 1.7% 340 1.3% 26,110 97.0% 20 0.1%
売却用 1,970 750 38.1% 0 0.0% 1,220 61.9% 0 0.0%
その他 5,520 2,630 47.6% 370 6.7% 2,390 43.3% 120 2.2%

板 橋 区

高島平地域

赤 塚 地 域

志 村 地 域

地域 空き家の種類

常盤台地域

板 橋 地 域

その他共同住宅長屋建一戸建て
空き家
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第７章 区民意識調査結果 

１．アンケート調査の目的 

区民の住宅・住環境に関する実態及び意向を把握するために調査を実施しました。 

２．調査方法 

区内在住の 20 歳以上の方を対象とし、５つの地域区分別の人口割合に応じて無作為に抽

出した 2,500人の方に、アンケート調査票を送付し、回収しました。 

（１）アンケート調査票配布件数 2,500件 (有効票：2,487件) 

（２）アンケート調査票配布日時 平成 28年 6月 3日（金） 

（３）お礼状送付日時 平成 28年 6月 13日（月） 

（４）返送期限 平成 28年 6月 20日（月） 

（５）回収総数 920件 

（６）回収率 36.9％ 

３．調査結果 

（１）回答者の属性について 

① (年齢別) 家族構成

「単身(ひとり暮らし)」について、「20代」が 55.9％と最も多くなっており、次いで、「80

代以上」が 39.7％となっています。子育て世帯(「二世代世帯(親と子)(子の年齢 6歳未満)」

「二世代世帯(親と子)(子の年齢 6歳以上 18歳未満)の合計」)として、「30代」が 44.5％と

多くなっており、次いで、「40代」が 44.3％となっています。 

29.6

55.9

25.2

30.8

18.0

27.5

30.4

39.7

18.8

11.8

18.1

11.9

17.5

28.4

34.2

20.7

12.4

12.9

36.8

17.4

2.4

0.9

1.3

1.7

11.4

1.1

7.7

26.9

15.5

1.8

1.3

1.7

17.8

3.2

4.5

4.0

36.9

33.9

20.3

22.4

4.2

1.1

3.9

5.0

4.4

1.8

6.3

8.6

5.8

14.0

3.9

4.0

5.3

5.5

6.3

5.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(n=901)

20代(n=93)

30代(n=155)

40代(n=201)

50代(n=206)

60代(n=109)

70代(n=79)

80代以上(n=58)

単身(ひとり暮らし) 夫婦のみ

二世代世帯(親と子)(子の年齢6歳未満) 二世代世帯(親と子)(子の年齢6歳以上18歳未満)

二世代世帯(親と子)(子の年齢18歳以上) 三世代世帯(親と子と孫)

その他
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② (年齢別) 世帯収入 

年収 300万円以下の低所得世帯として「20代」は 44.1％となっています。また、定年を

迎えて収入が減ると考えられる、60代以上は低所得世帯が大きな割合を占めています。 

 

③ (年齢別) 現在の住まい 

歳を重ねるにつれて、「一戸建ての持ち家(新築で購入または建替え)」が多くなる傾向にあ

ります。若い世代ほど「民間の賃貸アパート・マンション」が多くなっています。 

 

  

6.5

8.6

1.3

6.5

3.9

10.4

10.3

15.4

10.5

14.0

5.3

7.0

3.4

14.2

30.8

23.1

11.6

21.5

6.0

7.5

7.3

12.3

25.6

21.2

13.0

19.4

13.9

9.5

11.7

13.2

10.3

21.2

20.5

20.4

23.8

20.9

23.4

21.7

11.5

9.6

14.6

8.6

21.2

18.9

18.5

5.7

6.4

3.8

9.7

4.3

13.2

18.4

7.3

6.6

1.3

3.8

13.5

3.2

15.2

11.4

24.4

16.0

3.8

1.9

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数 (n=920)

20代 (n=93)

30代 (n=151)

40代 (n=201)

50代 (n=205)

60代 (n=106)

70代 (n=78)

80代以上 (n=52)

0-100万円未満 100-200万円未満 200-300万円未満 300-400万円未満

400-600万円未満 600-800万円未満 800-1,000万円未満 1,000万円以上

21.8

4.4

13.9

14.8

27.1

30.3

28.8

51.9

3.7

1.3

3.0

6.3

2.8

7.5

5.6

16.8

2.2

14.6

22.2

22.7

19.3

13.8

3.7

8.7

11.3

7.9

10.6

12.8

7.5

5.6

3.7

3.3

3.4

5.3

0.9

6.3

7.4

3.8

0.7

4.4

2.4

4.6

12.5

7.4

32.1

73.6

45.0

37.4

17.4

22.0

13.8

9.3

1.5

3.3

2.0

1.5

1.0

1.3

1.9

3.0

15.4

4.6

1.0

1.4

0.9

5.0

1.1

3.3

4.4

5.8

6.4

8.8

7.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数 (n=920)

20代 (n=91)

30代 (n=151)

40代 (n=203)

50代 (n=207)

60代 (n=109)

70代 (n=80)

80代以上 (n=54)

一戸建ての持ち家（新築で購入または建替え） 一戸建ての持ち家（中古で購入）

分譲マンション（新築で購入または建替え） 分譲マンション（中古で購入）

ＵＲ・公社の賃貸住宅 区営住宅・都営住宅等、低廉家賃の公営住宅

民間の賃貸アパート・マンション 戸建ての賃貸住宅

社宅・寮 その他
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（２）住宅について 

① (年齢別) 住宅費負担 

「70代」は「生活必需品を切りつめるほど苦しい」割合が 18.7％と多く、次いで、「80代」

が 16.1％となっています。 

 

② (世帯構成別) 住まいの広さ 

「単身(ひとり暮らし)」において、「25㎡未満」が 34.4％と多くなっており、最低居住面

積水準を満たすことができていません。 

 

10.8

10.8

5.8

11.9

7.8

13.5

18.7

16.1

46.7

44.1

42.9

49.0

43.2

48.1

57.3

50.0

19.6

21.5

26.0

23.8

21.8

12.5

5.3

7.1

20.8

22.6

24.7

14.4

23.8

22.1

14.7

25.0

2.1

1.1

0.6

1.0

3.4

3.8

4.0

1.8

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数 (n=920)

20代 (n=93)

30代 (n=154)

40代 (n=202)

50代 (n=206)

60代 (n=104)

70代 (n=75)

80代以上 (n=56)

生活必需品を切りつめるほど苦しい ぜいたくはできないが何とかやっていける

ぜいたくを多少がまんしている 家計にあまり影響がない

その他

11.4

34.4

3.0

1.0

2.0

6.3

7.9

19.6

3.0

2.8

1.0

4.0

8.3

8.8

11.6

11.0

3.7

8.0

4.0

13.5

10.4

10.2

9.6

14.0

8.3

3.0

11.3

2.7

20.8

11.9

7.6

16.5

21.3

9.0

8.7

22.9

14.2

5.2

18.3

16.7

22.0

19.3

13.5

10.4

12.0

5.2

15.2

24.1

16.0

12.0

10.8

2.1

5.0

0.8

4.9

3.7

13.0

8.0

8.1

2.1

7.5

1.6

6.1

12.0

17.0

10.7

5.4

4.2

8.3

3.6

6.7

6.5

7.0

14.7

27.0

10.4

2.8

0.8

1.2

0.9

3.0

5.3

18.9

2.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数(n=857)

単身(ひとり暮らし)(n=250)

夫婦のみ(n=164)

二世代世帯(子の年齢6歳未満)(n=108)

二世代世帯(子の年齢6歳以上18歳未満)(n=100)

二世代世帯(子の年齢18歳以上)(n=150)

三世代世帯(親と子と孫)(n=37)

その他(n=48)

25㎡未満 25～30㎡未満 30～40㎡未満

40～50㎡未満 50～60㎡未満 60～70㎡未満

70～80㎡未満 80～90㎡未満 90～100㎡未満

100㎡～150㎡未満 150㎡以上
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③ 住まいの建築年 (n=920) 

「平成 13～22 年」が最も多くなっており、旧耐震基準の住宅(「昭和 34 年以前」「昭和

35～45年」「昭和 45～55年」の合計)は 21.1％となっています。 

 

④ 住まいへの満足度 (n=920) 

現在の住まいについて総合的に満足と感じている人 (「満足」又は「まあ満足」と回答した

人の合計) の割合は 62.4％となっています。 

満足と感じられている項目として「住まいの中のプライバシー」が 69.9％と最も多く、次

いで「住宅の広さ」が 67.0％、「日当たりや風通し」が 66.2％となっています。一方、不満

を感じられている(「不満」又は「やや不満」と回答した人の合計)項目は「省エネ性能」が

62.7％と最も多く、次いで「高齢者・障がい者への対応した構造や設備等」が 54.8％、「セ

キュリティ(オートロック・防犯カメラ等)」が 54.3％となっています。 

 

昭和34年以前, 2.8%

昭和35～45年, 
5.0%

昭和46～55年, 
13.3%

昭和56～平成２年, 
16.1%

平成３～12年, 
16.0%

平成13～22年, 
21.2%

平成23年以降, 
11.7%

わからない, 
12.1%

無回答, 1.8%
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23.7
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17.6
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19.5

10.3

24.7

19.7

16.8

13.0

13.7

12.1

12.1

7.3

10.2

5.3

13.5

53.5

43.3

42.2

30.9

37.6

42.5

43.5

29.3

41.5

50.2

41.5

38.4

45.3

44.3

45.5

34.6

31.7

28.3

29.7

25.2

22.4

25.8

32.6

27.8

25.1

23.3

24.0

21.6

19.8

24.7

29.8

25.8

25.1

25.1

32.1

29.2

38.5

24.8

7.5

8.3

8.0

17.2

14.6

9.8

10.5

26.3

9.8

7.2

9.7

16.3

12.5

16.0

14.3

22.7

25.1

24.2

25.2

4.9

2.4

2.2

2.3

2.4

2.2

3.3

10.0

2.4

3.2

7.3

2.5

2.7

2.5

2.9

3.4

3.7

3.7

6.8

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

総合的な評価

住宅の広さ

間取り・部屋数

収納スペース

建物の老朽度

便所・浴室

台所の水回り等

庭の有無、広さ

日当たりや風通し

住まいの中のプライバシー

住宅に要する費用（ローンや家賃）

遮音性

断熱性

耐震性

耐久性

高齢者・障がい者への対応した構造や設備等

セキュリティ（オートロック・防犯カメラ等）

省エネ性能

駐車スペース

満足 まあ満足 やや不満 不満 無回答
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⑤ 周辺環境への満足度 (n=920) 

現在の住まいの周辺環境について総合的に満足と感じている人の割合は 72.8％となって

います。満足と感じられている項目として「診療所や病院などの医療機関への便利さ」が

79.2％と最も多く、次いで「日常の買い物の便利さ」が 78.1％、「通勤・通学の利便性」が

77.2％となっています。一方、不満を感じられている項目は「騒音・振動」が 43.3％と最も

多く、次いで「火災時の安全性」が 41.6％、「まちなみの美しさや景観」が 41.3％となって

います。 

 

⑥ 住まい周辺の空き家について懸念事項 (n=920) 

「空き家はない」が 40.9％と最も多く、次いで「特に心配や不安はない」が 32.6％とな

っています。懸念事項として「不審者の侵入や放火」が 20.9％、次いで、「虫害や野良猫の

発生」が 18.0％となっています。 

 

  

7.4

9.7

16.2

12.3

15.3

10.8

9.5

16.1

25.1

25.7

21.4

14.0

10.9

8.7

12.3

6.1

65.4

43.9

57.9

52.4

54.5

52.5

46.4

47.4

52.1

52.4

57.8

47.7

55.8

47.7

52.6

52.0

19.8

28.3

17.8

25.3

21.6

26.7

31.4

25.2

15.0

14.6

15.2

28.2

21.3

32.2

23.5

29.7

3.5

15.0

5.4

7.5

6.5

7.8

10.2

8.3

4.2

5.3

3.5

7.4

4.3

9.1

9.1

9.1

3.9

3.2

2.6

2.5

2.1

2.2

2.5

3.0

3.6

2.1

2.1

2.7

7.7

2.3

2.5

3.2

0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0 100.0

総合的な評価

騒音・振動

近隣の樹木や生垣、街路樹等の緑

建物のこみぐあい

前面道路の幅

周囲の道路の安全性

火災時の安全性

公園・広場・子どもの遊び場などの公共空間

通勤・通学の利便性

日常の買い物の便利さ

診療所や病院などの医療機関への便利さ

集会施設や図書館・スポーツ施設などへの便利さ

子育てしやすい環境

まちなみの美しさや景観

緑化や緑の豊かさ

近隣づきあいや地域の連帯感

満足 まあ満足 やや不満 不満 無回答

40.9

32.6

16.1

20.9

13.0

13.2

18.0

9.0

3.4

3.7

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

空き家はない

特に心配や不安はない

地震などによる倒壊

不審者の侵入や放火

雑草の繁茂や樹木の越境

ゴミの不法投棄

虫害や野良猫の発生

地域の景観への悪影響

その他

無回答

懸
念
事
項 
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（３）移住について 

① (年齢別) 居住意向 

歳を重ねるにつれて「現在の住まいに住み続けたい」が多くなる傾向にあります。「いずれ

は住み替えたい」及び「現在、住み替える予定がある」割合は「20代」が最も多くなってい

ます。 

 

② 住み替え先を選ぶ際の重視する条件 

「通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある」が 55.6％と最も多くなっており、次

いで、「消費生活が便利(買い物の便が良い・物価が安い)」が 47.4％となっています。 

 

 

36.9

10.9

24.8

37.6

38.2

40.7

57.0

69.6

37.8

34.8

42.5

36.6

43.1

38.9

31.6

21.4

21.3

43.5

26.8

22.9

16.2

18.5

6.3

8.9

4.0

10.9

5.9

2.9

2.5

1.9

5.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数 (n=920)

20代 (n=92)

30代 (n=153)

40代 (n=205)

50代 (n=204)

60代 (n=108)

70代 (n=79)

80代以上 (n=56)

現在の住まいに住み続けたい 当分は住み続けるが将来はわからない

いずれは住み替えたい 現在、住み替える予定がある

55.6

47.4

18.5

22.9

39.8

8.5

5.6

3.2

9.9

19.4

3.3

2.3

12.5

0.7

6.3

1.1

0.4

1.2

2.6

0.4

11.3

2.5

1.4

3.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある

消費生活が便利（買い物の便が良い・物価が安い）

緑や公園など自然環境に恵まれている、又はま…

医療・福祉・介護サービスが充実している

治安が良く安心して暮らせる

職場・学校が近い

にぎわいのある商店街がある

図書館など生涯学習のための環境が充実している

子育てしやすい環境である

不動産価格や家賃が手頃で良質な物件がある

健康づくり・スポーツに取り組みやすい環境である

地域コミュニティが親しみやすい

災害（震災や水害）対策が充実している

伝統芸能・歴史・名所等に身近にふれることがで…

子どもの教育環境が充実している

環境を守り資源を大切にしている

文化活動に親しみやすい環境である

地域で楽しい祭り・イベントがある

区のイメージが良い

地域活動・ボランティア活動に取り組みやすい環…

家族・親戚や知人などが近くにいる

その他

特になし

無回答
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③ (年齢別) 住み替え先を選ぶ際の重視する条件 ※上位 5項目 

若い世代ほど、「通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある」が多くなる傾向があり

ます。一方で歳を重ねるほど、「医療・福祉・介護サービスが充実している」が多くなる傾向

にあります。「消費生活が便利」はどの年代においても重視されています。 

 

④ (現在の住まい別)リフォーム意向 

「一戸建ての持ち家(中古で購入)」は「リフォームをしたい」が 65.2％と最も多くなって

おり、次いで、「分譲マンション」が 48.6％となっています。「リフォーム済み」は「分譲マ

ンション(中古で購入)」が 31.4％と最も多く、次いで、「一戸建ての持ち家(中古で購入)」が

17.4％となっています。「戸建ての賃貸住宅」は「したいと思わない」が 9 割を超えていま

す。 

 

  

78.0

69.9

68.8

50.8

28.6

14.8

23.1

54.9

42.5

51.2

49.2

49.2

44.4

61.5

3.7

9.7

23.2

32.8

33.3

59.3

69.2

45.1

46.9

43.2

41.0

33.3

29.6

23.1

26.8

22.1

20.8

19.7

14.3

7.4

15.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代 (n=82)

30代 (n=113)

40代 (n=125)

50代 (n=122)

60代 (n=63)

70代 (n=27)

80代以上 (n=13)

通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある 消費生活が便利（買い物の便が良い・物価が安い）

医療・福祉・介護サービスが充実している 治安が良く安心して暮らせる

不動産価格や家賃が手頃で良質な物件がある

35.4

39.8

65.2

48.6

44.3

21.4

27.3

21.1

8.3

28.0

55.6

8.9

11.7

17.4

7.2

31.4

7.1

9.1

1.6

13.9

55.6

48.5

17.4

44.2

24.3

71.4

63.6

77.2

91.7

72.0

30.6

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数 (n=920)

一戸建ての持ち家（新築で購入または建替え） (n=171)

一戸建ての持ち家（中古で購入） (n=23)

分譲マンション（新築で購入または建替え） (n=138)

分譲マンション（中古で購入） (n=70)

ＵＲ・公社の賃貸住宅 (n=28)

区営住宅・都営住宅等、低廉家賃の公営住宅 (n=22)

民間の賃貸アパート・マンション (n=246)

戸建ての賃貸住宅 (n=12)

社宅・寮 (n=25)

その他 (n=36)

したい リフォーム済 したいと思わない
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（４）高齢時の住まい方について 

① (年齢別)高齢になったときの定住意向 

歳をかさねるにつれて、「現在の住まいに住み続けたい」が多くなる傾向にあり、「80代以

上」は 84.8％にもなります。一方で「20代」は「別の住まいに住み替えたい」が 95.5％と

なっています。 

 

② (年齢別)高齢になったときの住まいについて 

「持ち家」及び「分譲マンション」の合計について「30 代」が 63.0％と最も高くなって

おり、次いで、「20代」が 60.0％となっています。「50代」から「80代以上」にかけて「持

ち家」及び「分譲マンション」が少なくなってきています。「70代」は「区営・都営住宅等、

低廉家賃の公営住宅」が 40.0％と最も多くなっています。 

 

42.5

4.5

28.5

39.8

48.7

50.0

75.4

84.8

57.5

95.5

71.5

60.2

51.3

50.0

24.6

15.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

総数 (n=920)

20代 (n=89)

30代 (n=151)

40代 (n=196)

50代 (n=195)

60代 (n=94)

70代 (n=65)

80代以上 (n=46)

現在の住まいに住み続けたい 別の住まいに住み替えたい

38.8

28.7

16.4

12.4

13.0

8.2

5.6

8.6

8.2

10.9

8.2

16.7

9.5

10.3

4.3

4.7

12.0

9.5

14.4

10.9

6.7

1.9

1.7

1.0

4.3

4.7

9.3

15.5

12.4

26.1

40.0

16.7

10.6

3.7

9.5

10.3

8.7

6.7

2.4

1.0

11.8

13.9

19.0

22.7

10.9

33.3

0.9

2.6

1.0

16.7

3.5

2.8

1.7

3.1

6.5

13.3

50.0

7.1

4.6

6.0

3.1

4.3

16.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

20代 (n=85)

30代 (n=108)

40代 (n=116)

50代 (n=97)

60代 (n=46)

70代 (n=15)

80代以上 (n=6)

一戸建ての持ち家（新築で購入または建替え） 一戸建ての持ち家（中古で購入）

分譲マンション（新築で購入） 分譲マンション（中古で購入）

ＵＲ・公社の賃貸住宅 区営・都営住宅等、低廉家賃の公営住宅

民間の賃貸アパート、マンション 戸建ての賃貸住宅

サービス付き高齢者向け住宅 少人数で住むグループホーム

老人ホームなどの施設 その他
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③ 親世帯や子ども世帯との暮らし方について (n=920) 

「自分だけで、または自分と配偶者だけで暮らしたい」が最も多く 46.8％となっており、

次いで、「子ども世帯の近くに暮らしたい」が 20.8％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 高齢者が安心して暮らすための必要事項 (n=920) 

「医療や介護サービスなどが受けやすいこと」が 62.0％と最も多くなっており、次いで、

「駅や商店街に近く、移動や買い物に便利であること」が 51.3％、「手すりがあるなど、高

齢者向けに設計されていること」が 44.7％となっています。 

 

44.7

10.4

26.5

7.2

51.3

62.0

20.7

11.5

17.0

14.3

7.7

3.4

0.9

1.0

3.4

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

手すりが取り付けてある

部屋の広さや間取り

災害や犯罪から身を守るための設備・装置

ペットと一緒に暮らせる

駅や商店街に近く、移動や買い物に便利

医療や介護サービスなどが受けやすい

子どもや孫などの親族と同居・近居

豊かな自然に囲まれていたり、静か

道路が安全で、歩きやすく整備されている

親しい友人や知人が近くに住んでいる

趣味やレジャーを気軽に楽しめる場所である

職場に近い、職業に適した場所に面している

その他

特になし

無回答

自分だけで、または自分と配

偶者だけで暮らしたい, 46.8%

子ども世帯と同居して

暮らしたい, 7.1%

同じ敷地内にある２世帯住

宅で暮らしたい, 4.9%

子ども世帯の近くに暮ら

したい, 20.8%

気の合う友人や仲間と一緒に助け

合いながら暮らしたい, 12.5%

その他, 3.9%

無回答, 4.0%
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⑤ 高齢になったときに安心して暮らせる住宅の形式 (n=920) 

「高齢者のための施設と介護サービスが連携した住宅」が 33.5％と最も多くなっており、

次いで、「現在の自分の住まい」が 26.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）防災について 

① 耐震診断や耐震改修の実施状況 (n=920) 

「昭和 56 年 6 月以降に建てた住宅であるため必要ない」が 49.6％と最も多くなってお

り、次いで、「耐震診断を受けたいが、できていない」が 13.6％、「耐震診断を受けて問題が

なかった」が 8.1％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 住宅の耐震化に対する区の助成金の認知 (n=456) 

「知らない」が 51.3％と最も多くなっており、次いで、「知っているが利用したことはな

い」が 26.5％となっています。一方、「利用したことがある」は 0.9％と最も少なくなってい

ます。 

 

  

区営住宅・都営住宅等、低廉

家賃の公営住宅, 13.5%

高齢者のための施設と介護

サービスが連携した住宅, 33.5%

高齢者の入居を拒まない、住み続

けられる民間賃貸住宅, 8.7%

段差解消や手すり設置など、高

齢者の生活に対応した民間住

宅, 14.2%

現在の自分の住まい, 26.1%

無回答, 4.0%

耐震診断を受けて、耐震改

修を実施した（予定）, 6.1%

耐震診断を受けて問題

がなかった, 8.1%

耐震診断を受けたいが、

できていない, 13.6%

関心がない, 

4.2%

昭和56年6月以降に建てた住

宅であるため必要ない, 49.6%

その他, 7.0%

無回答, 9.6%

利用したことがある, 0.9%

知っているが利用したこと

はない, 26.5%

知らない, 

51.3%

無回答, 

21.3%
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（６）コミュニティについて 

① 地域との関わり方についての意向 

「個々の生活は干渉しないが、いざという時は助け合いながら生活する」が 51.3％と最も

多くなっており、次いで「、あまり干渉し合わず、互いのプライバシーを守った生活をする」

19.6％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）板橋区の住宅施策に対する満足度と重要度 

① 住宅への取り組みに対して満足及び重要項目 (n=920) 

満足している項目として、「住宅に関する情報提供の充実」が 10.0％と最も多くなってお

り、次いで、「住宅の耐震診断や耐震改修の支援」9.2％となっています。一方、重要と考え

る項目として、「高齢者や障がい者等が安心して暮らせる住宅への支援」が 43.2％と最も多

くなっており、次いで、「子育て世帯が暮らしやすい住宅への支援」が 31.5％となっていま

す。 

※満足している項目は、無回答が 64.3％であったため、全体に低い数値を示しています。 

 

 

地域の人々みんなで子育てや高齢者の

介護などを含め日常的に助け合いなが

ら生活する, 10.8%

日常的ではないが、地域づくり・ま

ちづくりにはかかわる, 12.0%

個々の生活は干渉しないが、いざという時は

助け合いながら生活する, 51.3%

あまり干渉し合わず、お互い

のプライバシーを守った生活

をする, 19.6%

その他, 0.4%

無回答, 6.0%

10.0

7.4

5.3

9.2

4.8

7.2

8.8

7.8

3.4

5.0

2.1

3.5

7.5

11.3

21.2

24.1

17.3

12.8

43.2

31.5

23.6

22.2

18.3

0.4

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

住宅に関する情報提供の充実

総合的な住宅相談の窓口の設置

住まいに関するトラブルへの支援

住宅の耐震診断や耐震改修の支援

住宅の建設や建替え、改修のための支援

環境に配慮した住宅の整備のための支援

高齢者や障がい者等が安心して暮らせる住宅へ…

子育て世帯が暮らしやすい住宅への支援

若い世代の住まい確保や家賃負担軽減への支援

低所得者のための公営住宅の整備

空き家の有効活用への取り組み支援

その他

満足 重要
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② 地域の環境に関する満足及び重要項目 (n=920) 

満足している項目として、「バスなどの公共交通機関の充実」が 29.1％と最も多くなって

おり、次いで、「公園・緑地の整備」28.4％となっています。一方、重要と考える項目として、

「街灯や防犯カメラ等の防犯対策」が 41.6％と最も多くなっており、次いで、「子どもを安

心して育てられる環境づくり」が 32.5％となっています。 

※満足している項目は、無回答が 36.6％であったため、全体に低い数値を示しています。 

 

10.7

10.7

16.2

10.3

29.1

10.1

3.4

3.5

8.4

1.6

28.4

2.4

1.1

1.2

14.8

32.5

22.6

7.1

18.7

11.7

18.7

21.3

41.6

14.5

15.3

7.6

8.2

1.1

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

歩道などの段差解消

子どもを安心して育てられる環境づくり

商店街など中心市街地の活性化

地域にふさわしいまちなみや景観づくり

バスなどの公共交通機関の充実

生活道路の整備や拡張

水害などの自然災害の対策

災害時の避難路の確保

街灯や防犯カメラ等の防犯対策

空き家・空き地の安全・衛生対策

公園・緑地の整備

住民主体の住まい・まちづくり活動への支援

区民と行政による住宅施策の協働推進体制の整備

その他

満足 重要
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第８章 区外意識調査結果

1.アンケート調査の目的

区外居住者の住宅・住環境に関する意向を把握するために調査を実施した。 

2.調査対象

区外在住の 20歳以上 50歳未満の方を対象とし、板橋区に隣接する 3市 2区(戸田市、和光市、

豊島区、北区、練馬区)に Web アンケートを実施し、5 市区の各票数及び男女比が均等になるよ

うに回収した。 

（1）調査票配布日時 平成 29年 3月 16日（木） 

（2）返送期限 平成 29年 3月 21日（火） 

（3）回収総数 400 

3.調査結果

（１）回答者の属性について 

■居住している都道府県 (n=400)

■居住している市(埼玉県内) (n=160)

■居住している区(東京都内) (n=240)

■性別 (n=400)

40.0

60.0

0% 20% 40% 60% 80%

埼玉県

東京都

50.0

50.0

0% 20% 40% 60%

戸田市

和光市

33.3

33.3

33.3

0% 10% 20% 30% 40%

豊島区

北区

練馬区

50.0

50.0

0% 20% 40% 60%

男性

女性
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２．回答者の状況について 

② 家族構成 (n=400)

「単身（ひとり暮らし）」が 27.8%と最も多く、次いで「夫婦のみ」が 18.5%、「二世代

世帯（親と子 18歳以上）」が 17.8%となっている。 

■(年代別)家族構成

歳を重ねるにつれて、「単身(ひとり暮らし)」が少なくなる一方で、「二世代世帯(親と子 6

歳以上 18 歳未満)」は多くなっている。「30 歳代」は「二世代世帯(親と子 6 歳未満)」が

28.3％と他の年代に比べ多くなっている。 

③ （２）世帯全体の昨年 1 年間の収入 (n=400)

「400～600万円未満」が 23.8%と最も多く、次いで「600～800万円未満」が 17.8%、

「1,000万円以上」が 16.8%となっている。 

27.8

18.5

16.0

15.3

17.8

3.0

1.8

0% 10% 20% 30% 40%

単身（ひとり暮らし）

夫婦のみ

二世代世帯（親と子6歳未満）

二世代世帯（親と子6歳以上18歳未満）

二世代世帯（親と子18歳以上）

三世代世帯（親と子と孫）

その他

32.3

28.3

26.8

25.8

10.9

22.1

16.1

28.3

8.7

13.0

18.6

16.1

15.2

19.5

6.5

2.9

2.6

3.2

1.4

1.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代 (n=31)

30歳代 (n=138)

40歳代 (n=231)

単身（ひとり暮らし） 夫婦のみ

二世代世帯（親と子6歳未満） 二世代世帯（親と子6歳以上18歳未満）

二世代世帯（親と子18歳以上） 三世代世帯（親と子と孫）

その他

3.0

3.8

7.8

13.5

23.8

17.8

13.8

16.8

0% 10% 20% 30%

0～100万円未満

100～200万円未満

200～300万円未満

300～400万円未満

400～600万円未満

600～800万円未満

800～1,000万円未満

1,000万円以上
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■(年代別)世帯全体の昨年 1 年間の収入

歳を重ねるにつれて、高い収入の割合が多くなっている。 

■(家族構成別)世帯全体の昨年 1 年間の収入

「400～600万円未満」に関し、「単身(ひとり暮らし)」は 29.7％、乳幼児の子育て世帯と

なる「二世代世帯(親と子 6歳未満)」は 34.4％と最も多くなっている。 

④ 以前の居住地 (n=400)

「県外または都外」が 28.8%と最も多く、次いで「都内」が 21.8%、「同じ自治体内」が

19.5%となっている。 

3.2

4.3

2.2

3.6

4.3

9.7

6.5

8.2

29.0

15.9

10.0

32.3

28.3

19.9

6.5

15.9

20.3

12.9

15.2

13.0

6.5

10.1

22.1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代 (n=31)

30歳代 (n=138)

40歳代 (n=231)

0～100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満 300～400万円未満

400～600万円未満 600～800万円未満 800～1,000万円未満 1,000万円以上

8.1

4.2

5.4

2.7

1.6

8.5

14.4

5.4

3.3

9.9

28.6

18.0

13.5

7.8

8.2

12.7

25.0

28.6

29.7

17.6

34.4

18.0

18.3

16.7

14.3

12.6

25.7

17.2

23.0

11.3

33.3

14.3

5.4

10.8

20.3

21.3

16.9

16.7

14.3

6.3

24.3

18.8

26.2

18.3

8.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

単身（ひとり暮らし） (n=111)

夫婦のみ (n=74)

二世代世帯（親と子6歳未満） (n=64)

二世代世帯（親と子6歳以上18歳未満） (n=61)

二世代世帯（親と子18歳以上） (n=71)

三世代世帯（親と子と孫） (n=12)

その他 (n=7)

0～100万円未満 100～200万円未満 200～300万円未満

300～400万円未満 400～600万円未満 600～800万円未満

800～1,000万円未満 1,000万円以上

13.0

19.5

12.8

2.3

21.8

28.8

2.0

0% 10% 20% 30% 40%

生まれてからずっと現在の住まいと同じ

同じ自治体内

隣接する市や区

都心3区（千代田区、中央区、港区）

都内

県外または都外

海外
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⑤ 現在の住宅タイプ (n=400) 

「民間の賃貸アパート・マンション」が 38.8%と最も多く、次いで「一戸建ての持ち家（新

築で購入または建替え）」が 23.5%、「分譲マンション（新築で購入または建替え）」が 17.0%

となっている。 

 

 

■(年代別)現在の住宅タイプ 

「20 歳代」は「民間の賃貸アパート・マンション」が 64.5％と最も多くなっている。歳

を重ねるにつれて、「一戸建ての持ち家(新築で購入または建替え)」が多くなっている。 

 

 

  

23.5

3.3

17.0

8.3

2.8

0.5

38.8

1.8

3.5

0.8

0% 10% 20% 30% 40% 50%

一戸建ての持ち家（新築で購入または建替え）

一戸建ての持ち家（中古で購入）

分譲マンション（新築で購入または建替え）

分譲マンション（中古で購入）

UR・公社の賃貸住宅

低廉家賃の公営住宅

民間の賃貸アパート・マンション

戸建ての賃貸住宅

社宅・寮

その他

6.5

18.8

28.6

3.2

3.6

3.0

6.5

18.8

17.3

6.5

7.2

9.1

6.5

2.2

2.6

0.7

0.4

64.5

42.0

33.3

3.2

2.2

1.3

3.2

4.3

3.01.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

20歳代 (n=31)

30歳代 (n=138)

40歳代 (n=231)

一戸建ての持ち家（新築で購入または建替え） 一戸建ての持ち家（中古で購入）

分譲マンション（新築で購入または建替え） 分譲マンション（中古で購入）

UR・公社の賃貸住宅 低廉家賃の公営住宅

民間の賃貸アパート・マンション 戸建ての賃貸住宅

社宅・寮 その他
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■(家族構成別)現在の住宅タイプ

世帯人数が増加するほど、「一戸建ての持ち家(新築で購入または建替え)」が多くなってお

り、子育て世帯に関しては、子の年齢が高くなるほど多くなっている。特に「単身(ひとり暮

らし)」は「民間の賃貸アパート・マンション」が 76.6％と最も多くなっている。 

⑥ （５）現在の住まいの居住期間 (n=400)

「5～10年未満」が 31.3%と最も多く、次いで「1～5年未満」が 28.5%、「10～15年未

満」が 12.5%となっている。 

7.0

28.5

31.3

12.5

8.5

12.3

0% 10% 20% 30% 40%

1年未満

1～5年未満

5～10年未満

10～15年未満

15～20年未満

20年以上
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（３）板橋区について 

⑦ 板橋区との関わり (n=400) 

「自分・家族・親せきが住んだことはないが、訪れたことはある」が 57.5%と最も多く、

次いで「以前住んでいたことがある」が 12.3%、「訪れたことがなく、よく知らない」が 12.0%

となっている。 

 

 

⑧ 板橋区に魅力を感じる項目 (n=400) 

「よくわからない」を除くと、「にぎわいのある商店街がある」が 21.3%と最も多く、次

いで「通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある」が 14.8%、「子育てしやすい環境

である」が 14.5%となっている。 

 
  

12.3

11.5

57.5

6.8

12.0

0% 20% 40% 60% 80%

以前住んでいたことがある

家族や親せきが住んでいる(いた）が、

自分は住んだことはない

自分・家族・親せきが住んだことはないが、

訪れたことはある

訪れたことはないが、メディア等で知っている

訪れたことがなく、よく知らない

14.5

5.5

6.0

8.3

9.8

4.5

3.5

0.8

21.3

1.5

1.5

5.0

1.5

10.8

1.3

14.8

4.3

3.0

11.3

1.0

0.8

43.0

0% 20% 40% 60%

子育てしやすい環境である

子どもの教育環境が充実している

健康づくり・スポーツに取り組みやすい

生涯学習の環境が充実している

価格や家賃が手頃で良質な物件がある

医療・福祉・介護サービスが充実している

地域コミュニティが親しみやすい

地域・ボランティア活動に取り組みやすい

にぎわいのある商店街がある

文化活動に親しみやすい環境である

伝統芸能・歴史・名所等に身近にある

治安が良く安心して暮らせる

災害（震災や水害）対策が充実している

自然環境、まちなみ景観が美しい

環境を守り資源を大切にしている

通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある

職場・学校が近い

楽しい祭り・イベントがある

消費生活が便利

板橋区にステータスを感じる

その他

よくわからない
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■(年代別)板橋区に魅力を感じる項目 

・20歳代 (n=31) 

「よくわからない」を除くと、「にぎわいのある商店街がある」が 22.6％と最も多く、次

いで、「通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある」が 19.4％、「自然環境に恵まれて

いる、又はまちなみ景観が美しい」が 12.9％となっている。 

 

  

6.5

9.7

6.5

9.7

6.5

6.5

6.5

22.6

3.2

12.9

19.4

6.5

3.2

9.7

3.2

48.4

0% 20% 40% 60%

子育てしやすい環境である

子どもの教育環境が充実している

健康づくり・スポーツに取り組みやすい環境である

図書館など生涯学習のための環境が充実している

不動産価格や家賃が手頃で良質な物件がある

医療・福祉・介護サービスが充実している

地域コミュニティが親しみやすい

地域・ボランティア活動に取り組みやすい環境である

にぎわいのある商店街がある

文化活動に親しみやすい環境である

伝統芸能・歴史・名所等に身近にふれることができる

治安が良く安心して暮らせる

災害（震災や水害）対策が充実している

自然環境に恵まれている、又はまちなみ景観が美しい

環境を守り資源を大切にしている

通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある

職場・学校が近い

楽しい祭り・イベントがある

消費生活が便利（買い物の便が良い・物価が安い）

板橋区にステータスを感じる

その他

よくわからない



56 

 

・30歳代 (n=138) 

「よくわからない」を除くと、「にぎわいのある商店街がある」が 19.6％と最も多く、次

いで、「子育てしやすい環境である」が 18.8％、「通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網

がある」が 17.4％となっている。 

 

  

18.8

7.2

6.5

5.1

12.3

3.6

5.1

1.4

19.6

1.4

5.1

2.2

11.6

2.2

17.4

5.8

2.2

8.0

0.7

40.6

0% 20% 40% 60%

子育てしやすい環境である

子どもの教育環境が充実している

健康づくり・スポーツに取り組みやすい環境である

図書館など生涯学習のための環境が充実している

不動産価格や家賃が手頃で良質な物件がある

医療・福祉・介護サービスが充実している

地域コミュニティが親しみやすい

地域・ボランティア活動に取り組みやすい環境である

にぎわいのある商店街がある

文化活動に親しみやすい環境である

伝統芸能・歴史・名所等に身近にふれることができる

治安が良く安心して暮らせる

災害（震災や水害）対策が充実している

自然環境に恵まれている、又はまちなみ景観が美しい

環境を守り資源を大切にしている

通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある

職場・学校が近い

楽しい祭り・イベントがある

消費生活が便利（買い物の便が良い・物価が安い）

板橋区にステータスを感じる

その他

よくわからない
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・40歳代 (n=231) 

「よくわからない」を除くと、「にぎわいのある商店街がある」が 22.1％と最も多く、次

いで、「消費生活が便利(買い物の便が良い・物価が安い)」が 13.4％、「子育てしやすい環境

である」が 13.0％となっている。 

 

 

  

13.0

3.9

5.6

10.0

8.7

4.8

2.2

0.4

22.1

1.7

2.6

5.2

1.3

10.0

0.9

12.6

3.0

3.5

13.4

0.9

1.3

43.7

0% 20% 40% 60%

子育てしやすい環境である

子どもの教育環境が充実している

健康づくり・スポーツに取り組みやすい環境である

図書館など生涯学習のための環境が充実している

不動産価格や家賃が手頃で良質な物件がある

医療・福祉・介護サービスが充実している

地域コミュニティが親しみやすい

地域・ボランティア活動に取り組みやすい環境である

にぎわいのある商店街がある

文化活動に親しみやすい環境である

伝統芸能・歴史・名所等に身近にふれることができる

治安が良く安心して暮らせる

災害（震災や水害）対策が充実している

自然環境に恵まれている、又はまちなみ景観が美しい

環境を守り資源を大切にしている

通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある

職場・学校が近い

楽しい祭り・イベントがある

消費生活が便利（買い物の便が良い・物価が安い）

板橋区にステータスを感じる

その他

よくわからない
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■(板橋区との関わり別)板橋区に魅力を感じる項目 

・板橋区に以前住んでいたことがある (n=49) 

「にぎわいのある商店街がある」が 32.7％と最も多く、次いで、「子育てしやすい環境で

ある」が 24.5％、「通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある」「消費生活が便利（買

い物の便が良い・物価が安い）」「よくわからない」が 20.4％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

24.5

12.2

4.1

16.3

10.2

8.2

2.0

32.7

2.0

2.0

10.2

18.4

4.1

20.4

6.1

2.0

20.4

20.4

0% 20% 40% 60%

子育てしやすい環境である

子どもの教育環境が充実している

健康づくり・スポーツに取り組みやすい環境である

図書館など生涯学習のための環境が充実している

不動産価格や家賃が手頃で良質な物件がある

医療・福祉・介護サービスが充実している

地域コミュニティが親しみやすい

地域・ボランティア活動に取り組みやすい環境である

にぎわいのある商店街がある

文化活動に親しみやすい環境である

伝統芸能・歴史・名所等に身近にふれることができる

治安が良く安心して暮らせる

災害（震災や水害）対策が充実している

自然環境に恵まれている、又はまちなみ景観が美しい

環境を守り資源を大切にしている

通勤・通学や暮らしに便利な道路・交通網がある

職場・学校が近い

楽しい祭り・イベントがある

消費生活が便利（買い物の便が良い・物価が安い）

板橋区にステータスを感じる

その他

よくわからない
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第９章 板橋区住まいの未来ビジョン 2025（素案）に対するパブリックコメント 
 

 

１ 募集期間 

  平成 29年９月 30日（土）から 10月 30日（月）まで（31日間） 

２ 意見数 

  5人 44件（持参１、電子メール４） 

３ パブリックコメントの意見の概要と区の考え方 

番号 意見の概要 区の考え方 

・計画全般について 

１ 

 住民有志・行政担当者双方参加の諸問

題についての検討グループの立ち上げを

提案します。 

 住まいの未来ビジョンでは「民・学・

公」が連携し、活力・アイデアを集結

し、新たなブランド力をもって輝くな

ど、10年後、20年後のいたばしの住

まいのビジョンを描いています。 

 ご意見を踏まえて、多くの区民と意

見交換できるような場について、検討

を進めていきます。 

２ 

 担当者は、積極的に地域へ足を運んで

ください。住民は、区への苦情を述べるだ

けではなく、双方の知恵を出し合い、諸問

題を解決する習慣と環境を作り上げ、習

慣化することが大事なのです。 

３ 

区民参画型で、知恵も借りてもっと夢

があって充実した文言にしてほしい。 

４ 

板橋に住み暮らす、統合失調症を初め

とした精神障害者が、発症後も、それまで

住み慣れた地域で安心して生活を送り続

けられるように、一日も早く「精神障がい

にも対応した地域包括ケアシステム」の

構築を切望しております。 

 地域包括ケアシステムの考え方は介

護保険制度に由来する概念ですが、こ

の考え方は高齢者のみならず、障がい

者支援、地域の子どもや子育て家庭へ

の支援、生活困窮者支援等にも応用す

ることが可能な概念であると考えられ

ます。 

従って、厚生労働省から提示されて

いる「我が事・丸ごと」の観点から、

国の動向を含めながら、第５期板橋区

障がい福祉計画の策定の中で、あり方
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を含めて検討していきます。 

５ 

 精神障害に対する、発症予防、早期治

療、入院治療の適正化、早期退院、訪問治

療・支援体制の整備、学習の保障、活動の

場の整備、理解促進、啓発の支援など、 地

域における精神保健福祉環境の更なる整

備を求めます。 

 医療に関しては、発症当初から一貫し

て最寄り 8 の病院に安心して診てもらえ

る様に、精神保健福祉法に乗っ取った医

療体制を整備してもらいたいと思いま

す。 

 その上で、今後は、通院による診療では

なく、訪問による診療を行い、障害当事者

ならび家族の負担を軽減するようにして

もらいたいと思います。 

 福祉サービスに関しては、当事者並び

家族が負担を強いられることなく、病気

を回復させ、体調を改善し、社会的能力を

身につけリカバリーへと繋がる、実効性

のある福祉サービスを実施してもらいた

いと思います。 

 広く社会に関しては、未だに深く根付

いてしまった偏見意識を解消し、精神障

害当事者ならびその家族が、安心して住

み慣れた地域で暮らし続けられるよう、 

理解促進、差別解消の為の啓発活動を進

めていく為の、協力と支援をお願いした

いと思います。 

 医療体制については、東京都保健医

療計画に基づき、平成 25 年 3 月の改

定で精神疾患も新たに追加され、精神

科医療機関の整備が進められていると

ころです。 

訪問による診療については、まだま

だ訪問診療される精神科医療機関は少

数ですが、平成 26 年度診療報酬改定

により、長期入院後や入退院を繰り返

す病状が不安定な退院患者の地域移行

を推進する観点から、24時間体制の多

職種チームによる「精神科重症患者早

期集中支援管理料」が新設され、精神

科医療機関による訪問診療が増えてい

くことが期待できます。 

福祉サービスについては、実効性の

ある福祉サービスとなるよう、支援の

質の向上に努めていくとともに、差別

解消法の趣旨に基づき、障がいを理由

とする社会的偏見が解消に向かうよ

う、啓発を続けていきます。 

６ 

 区で発行している計画は、区民目線で

作成しておらず、とても読みにくいイメ

ージでしたが、今回のビジョンは、読む人

を考え、最後まで飽きずに読み終えるこ

 住まいの未来ビジョンは、10年後の

住宅情勢に対応できる、新たな住宅施

策を展開するために策定することとし

た計画です。従って、10年後に成人す
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とができました。 

 誰に対して（区民・他自治体・事業者 

等）メッセージを発信している計画なの

か、その人が手を取り、最後まで読んでく

れるのか。ただ、必要なことを詰め込むだ

けの計画を作成する時代ではないと思い

ますので、区の思いが届けられるメッセ

ージ（計画）を作成していただけるよう期

待しております。 

る子どもたちが見ても分かる「ずっと

住むなら、板橋区」を基本的な考え方

とした計画です。 

 今後も、区の思いが届けられるよう

取り組んでいきます。 

７ 

このビジョンには、三つの優れた点が

あると思います。 

 第一に、『ずっと住むなら、板橋区』と

いう基本方針のもとに４つのテーマを設

け、区の特性を生かし、様々な区民に配慮

した住環境を作ることで、板橋区全体の

振興を図ろうとしていることです。 

 交通・買物利便や公園数、地盤の安定性

など良好な住宅地としての条件を備える

板橋区において、様々な状況にある区民

の需要に応えながら、少子超高齢化や建

物の老朽化という課題に、効率的・効果的

に対応していく住宅政策の重要性は極め

て高いと考えます。 

 第二に、区の政策に求められる視点と

して、区民生活、行政運営、経済社会、技

術利用という４つの政策分野を、住宅政

策においてもバランスよく視野に入れて

いることです。 

 住宅政策自体は、都市計画や資源・環

境、防犯・防災政策と同様に技術的な政策

分野ですが、現在においては特に、分野を

超えた横断・連携的な行政が求められて

います。 

 住まいの未来ビジョンは、新たな住

宅ニーズに対応し、かつ住宅分野に捉

われず、組織を越えて横断的に取り組

み、魅力ある良好な住環境の整備を進

め、実効性・実用性が高く、今後 10年

の住宅情勢に対応できる、新たな住宅

施策を展開するための計画です。 

 また、８つの目標、個別事業を横断

的に捉える取り組みを「アタックプラ

ン」と位置づけ、基本的な考え方「ず

っと住むなら、板橋区」の実現に向け

て新たな住宅施策を展開します。 

 本計画にご理解いただき、ありがと

うございます。 
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 第三に、現実には複合的な原因や対応

が考えられる、住宅政策の課題とその解

決策を、８つの目標と４つのアタックプ

ランとして上手く集約していることで

す。 

 アタック１では人の少子超高齢化、３

では建物の老朽化、２では両者の複合、４

では加えて経済・社会活動内の要配慮事

情からくる問題（解決方針）をして、さら

に論理的に集約・提示しています。 

 住宅は公共・民間を問わず、経済・社会

活動を担う区民の生活を支え、板橋区の

街を形作る最も基礎的なインフラなの

で、区の住宅政策のさらなる発展に期待

したいです。 

８ 

 区は、区民が住生活基本の都市居住型

居住面積水準（誘導居住面積水準）を満た

すような政策にするべきではないか。 

 区民の住宅・住環境に関するアンケ

ート調査の結果を見ますと、住まいの

満 足 度 に つ い て 、 住 宅 の 広 さ

（67.0％）、間取り・部屋数（64.0％）

と、現在住んでいる住宅の広さや間取

りについては一定の満足度が挙げられ

ています。 

 住まいの未来ビジョンでは、今後も、

様々なニーズに対応できるよう、住宅

施策を展開していきます。 

９ 

区が関与する公的な住宅は、最低居住

面積水準を満たして欲しい。 

 区では、区営住宅、区立高齢者向け

住宅、改良住宅、まちづくり推進仲宿

住宅を管理していますが、全ての住宅

において、最低居住面積水準を満たし
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た住宅となります。 

10 

都市居住型誘導居住面積水準を満たし

ている、区立住宅をもっと増やして下さ

い。 

 区立住宅（特別優良賃貸住宅）は、

都市部の借家世帯の居住水準の改善を

図り、特に顕著な３～５人世帯向けの

賃貸住宅ストックの質的向上を目的と

したものです。 

 現在は、賃貸住宅の市場動向の変化

による空き室率の上昇などもあり、一

定の成果を上げたと理解し、20年間の

借上げ契約満了に合わせて、住宅オー

ナーに返還を進めています。 

11 

区内住宅の、最低居住水準、誘導居住水

準以上の面積別のデータを作って欲し

い。 

 ご意見を踏まえ、検討してまいりま

す。 

12 

高齢者に対しても誘導居住面積水準を

満たすようにして下さい。 

 住まいの未来ビジョンでは、既存ス

トックの活用及び住宅確保に配慮を要

する区民の居住を優先的に検討してお

ります。 

 今後は、最低居住面積水準以下の住

宅の改善を優先に進めてまいります。 

13 

住生活基本法の「誘導居住面積水準」を

資料として付けて欲しい。 

 誘導居住面積水準については、一般

型及び都市居住型を併せて資料編に掲

載しています。 

14 

 総合政策は必要と思います。子育て世

代を増やすためには、保育園、学童、小中

学校の数も含めた充実が必要です。統廃

合はこれに反します。 

 住まいの未来ビジョンだけではな

く、区全体で取り組むべき必要があり

ます。 

 ご意見を踏まえ、区全体として検討

してまいります。 

・序章について 

15 

 人口動態の地域別動向の資料を付けて

下さい。 

 住まいの未来ビジョンでは、地域別

の人口動態の資料はございません。 

 板橋区役所のＨＰで公開しておりま

す「板橋区の統計」では、各年度、前
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年との比較ができるよう地域別の人口

動態の資料があります。 

16 

 板橋区はどうしてしばらくは人口が上

昇するのかを示して下さい。 

 区の総人口は、転入超過により増加

傾向にあるものの、平成 22 年の国勢

調査人口を基準として平成 28 年１月

に策定した「板橋区人口ビジョン及び

総合戦略 2019」（以下「人口ビジョン」

※）における将来人口推計では、総人

口は平成 32 年にピークを迎えて減少

に転じ、高齢化率（総人口に占める老

年人口の割合）は、平成 22 年から平

成 37 年まで上昇すると見込んでいま

す。 

 その後、平成 28年 10月に公表され

た平成 27 年国勢調査の結果では、平

成 27 年度の総人口が人口ビジョンの

推計値よりも多く、また、平成 28 年

11 月に公表された東京都の人口推計

においても、都の人口のピークが当初

想定されていた平成 32年から平成 37

年へ５年ずれ込んでいます。 

 国立社会保障・人口問題研究所によ

る平成 27 年国勢調査人口を基準とし

た人口推計の公表を受けて、区は人口

ビジョンの見直しを行う予定です。 

・第１章について 

17 

 板橋区には、たくさんの自然環境が残

されている中で、次世代を担う子供達に

「土を触る、農に触れる」という経験は大

変貴重なものと考えます。今後、農業公園

の整備や農業体験学校の検討が進められ

ているようなので、現在区内の西部に多

くある農地・区民農園を東部や現在あま

 住まいの未来ビジョンでは、基本方

針の柱の１つとして、「板橋区の強みを

活かした魅力ある住環境の形成」と掲

げています。 

 板橋農業によってこれまで培われて

きた農業の技術や伝統・文化などを次

代に継承し、豊かな都市生活につなげ
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りない地域にも区として整備していただ

きたいと要望いたします。 

ます。 

 また、水や緑に恵まれ、自然環境が

豊かな環境を活かし、「農（みのり）」

と「緑（みどり）」に囲まれ、やすらぎ

のある、住環境を推進します。 

18 

 優れた交通アクセスという感じはしま

せん。区内移動のための電車バスの乗り

換えもできるパスを作って下さい。 

 区としても区内の南北方向の移動が

不便なことを課題として、都市づくり

ビジョンにおいて、東武東上線と都営

三田線を繋ぐ交通網については、バス

利便性の向上やエイトライナー構想を

促進していきます。 

19 

 「優良な都市空間・住まいを提供する企

業は独自の表彰制度など、」とあります

が、企業だけでなく「地域運動」や「NPO」

なども表彰して下さい。 

 ご意見を踏まえ、検討してまいりま

す。 

20 

 若手のアーチストやシェフだけでな

く、普通の若い労働者への充実もして下

さい。 

 住まいの未来ビジョンでは、個別事

業として、「若者居住応援制度」と位置

づけ、新たな生活を始める若者や学生、

新社会人等に対し、空き家・空き店舗

の活用による住宅供給支援や、区内不

動産団体と連携して、区内の大学入学

説明会時に、パンフレット等で区内の

安価な賃貸住宅の情報提供を検討し、

未来を切り拓く若者を応援します。 

21 

 ＤＩＹ型の賃貸借を、区が関与する公

的住宅にも広げて下さい。 

 区が管理する住宅は、仕様や設備な

ど基準があり、ＤＩＹ住宅には向きま

せん。 

 現在ＵＲ賃貸住宅では、団地リノベ

ーションプロジェクトの一環として、

高島平団地内に、「ＭＵＪＩ×ＵＲ」の

賃貸物件もあり、ニーズや市場等によ

り活発化されるものと考えます。 

22  アフォーダブルな住宅を提供すること  板橋区は、都心部へのアクセスに優



66 

 

が大切と思います。 れながら、23区内でも住宅費に関して

は、他区と比較しても低廉な地域のた

め、住みやすい地域と考えております。 

 今後は、ＵＲ賃貸住宅や民間賃貸住

宅について、ＳＮＳ等を活用し、“いた

ばし暮らし”の魅力を不動産情報とと

もに情報発信する仕組みを検討してい

きます。 

23 

 福祉のまちづくり助成制度の充実でマ

ンションなど、集合住宅のバリアフリー

を進められるよう項目を作って下さい。 

集合住宅などに対する個別の助成は

行っておりませんが、バリアフリーや

ユニバーサルデザインが進むよう、広

く普及啓発を図っていきます。 

24 

商店街の子どもたちも入れるくらいの

保育園定員のゆとりが大切です。 

 保育園入所にあたっては、自営（商

店など）や外勤（会社員など）を問わ

ず、保育の必要性の高い方から入所を

内定させていただいております。 

区では待機児童対策を喫緊の課題と

して捉え、引き続き、認可保育園や小

規模保育園等の整備を積極的に進めて

いきます。 

25 

 テーマⅣで「住んでよかった」は過去と

も取れるので、「住んでいたい」と表して

下さい。 

 住まいの未来ビジョンでは、高齢者

が板橋区に「ずっと住んでいて良かっ

た」と感じる住宅施策を展開し、その

姿を見た若年世帯・子育て世帯が、ず

っと板橋区に住んでいたいと感じてい

ただけるようにといった願いも含まれ

ていますので、「住んでいて良かった」

と表現しております。 

26 
 年金で安全で安心できる住生活が送れ

るようにすべきである。 

住まいの未来ビジョンでは、基本方

針の柱の１つとして、「高齢者が住んで

いてよかったと感じる住環境の形成」

と掲げています。 

 高齢化の進行により、所得の低下や

27 

 戦後のベビーブーマーの住生活を保証

できなければ他の世代に影響が出てしま

う。 
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 それを防ぐためにはこの年代の自立で

きる住宅の確保が大切である。 

住宅の老朽化等を理由に将来の暮らし

に不安を抱える高齢者が増加すること

は喫緊の課題とされています。 

 区では、区内で暮らすすべての高齢

者が生涯にわたって、安心して暮らし、

「住んでいてよかった」と実感できる

住環境の整備や支援の充実をめざしま

す。 

・第２章について 

28 

環境、省エネの充実のために「ＬＥＤ」

交換に予算を増額して下さい。 

 現在、ＬＥＤ交換に関する事業につ

いては、東京都が平成 29 年７月から

実施しています「ＬＥＤ電球交換事業」

のみとなります。 

29 

 「老朽化」への対応は適正な維持管理し

かありません。「予算がないから修繕や維

持管理が出来ないのではなく、適切な維

持管理をしないから予算がなくなる の

です」学校も同様です。 

 区では、平成 27 年度に「板橋区老

朽建築物対策計画 2025」を定め、危険

な老朽建築物の対策について取り組ん

でいます。   

 平成 28 年度には対策計画を確実に

推進するための「東京都板橋区老朽建

築物等対策条例」を制定しました。 

 現在では、これらの「対策計画」や

「対策条例」に基づき危険度の高い建

築物の所有者等に対し、危険な老朽建

築物の解消をめざし、指導や支援等の

取組を進めております。 

 また、「東京都板橋区良質なマンショ

ンの管理等を推進する条例」を制定し、

分譲マンションの適切な維持・管理の

推進を図ります。 

30 

 木造密集市街地の改善こそが最初にな

るべきと思います。 

 区では、「木密地域不燃化 10年プロ

ジェクト」による「不燃化推進特定整

備地区（不燃化特区）」に認定された大

谷口一丁目周辺地区では、平成 32 年
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度までに道路の整備や燃えにくい建物

への建替え助成を行い、燃え広がらな

い・燃えにくいまちづくりを進めてい

ます。 

31 

 耐震化と不燃化は一緒に考えるべきと

思います。 

 区では災害対策として、耐震化や不

燃化促進、避難所整備や要配慮者対策

等の様々な施策を行っております。こ

れからも区民の皆様に安心していただ

けるよう、より見える形で各施策に取

り組んでいきます。 

・第３章について 

32 

2 箇所以上の手すりの設置ではなく、

「必要な箇所の手すりの設置」として下

さい。 

 一定のバリアフー化率「２箇所以上

の手すり設置又は屋内の段差解消」に

ついては、住宅・土地統計調査で定め

ている基準を使用しています。 

33 

区の成果指標は、これにどれだけ近づ

けるかも含めて欲しい。 

 成果指標については、統計データに

より現状把握やフォローアップ可能な

項目について設定し、平成 37（2025）

年度の目標値を定めています。 

・第 4章について 

34 

どの年齢層にとっても生活の基礎である

はずの住居費の負担は大きい。 

 住まいの未来ビジョンでは、８つの

目標の１つとして「住宅確保に配慮を

要する区民の居住を安定させる」と掲

げております。 

 地域共生社会や多文化共生社会の実

現をめざし、高齢者世帯、障がい者世

帯、ひとり親世帯、多子世帯、低所得

者世帯、外国人世帯などの住宅の確保

が困難な方への支援を引き続き実施し

ます。 

35 このビジョン内で、他の計画では重点

施策の位置づけとなるアタックプランに

おいて、「近居・隣居の促進」を打ち出し

 共に支え合う近居の実現に向けて、

UR 賃貸住宅や東京都住宅供給公社に

よる近居の促進支援や、民間事業者等
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ており、親と同居をしている身としては、

大変興味があります。 

しかし、若い世代を呼び戻し、板橋区内

で近居・隣居を実現させるためには、特に

保育園入園の問題は喫緊の課題かと思わ

れますので、保育関係の部署とも協力し

合い、組織横断的に検討を進めていただ

けるよう期待しております。 

の柔軟なアイデアを実現させるための

情報提供や、支援を検討します。 

 区では待機児童対策を喫緊の課題と

して捉え、引き続き、認可保育園や小

規模保育園等の整備を積極的に進めて

いきます。 

36 

 近隣にも手付かずの空き家が多く、ど

れも放置状態です。行政指導で空き家・空

き室・空きビルを有効に活用できる道筋

をつけてほしい。 

 例として、高齢者と学生の共生型シェ

アハウスや高齢者とシングルマザー、留

学生・実習生の共生型シェアハウスの検

討をしていただきたい。 

 また、敷地・面積にゆとりのある場合は

保育園・幼稚園・コミュニティーサロンな

どの併設も考えられる。 

 住まいの未来ビジョンでは、「アタ

ックプラン」の１つとして「

新たな住

まい方を展開する空き家対策

」と位置

付けています。 

空き家の適切な維持・管理・利活用

の促進に取り組んでいきます。 

 また、共生型シェアハウスやコミュ

ニティーサロン等の併設につきまして

は、ご意見を踏まえ検討を進めていき

ます。 

37  マンションに対する防災資器材購入費

用補助金の 30 戸以上という枠を撤廃し

て下さい。4割くらいは該当すると思いま

す。小規模ほど支援が必要です。 

 防災資器材購入費用補助金制度は、

平成 29 年度末をもって終了いたしま

す。 

38 

 マンションの集会室を「ミニ避難所」と

して認めて、救援物資の配布などをして

下さい。 

区の「地域防災計画」では、小中学

校を避難所として指定し、マンション

居住者を含めた区民に避難物資を配布

することを定めております。 

39 

 千代田区では防災マニュアルの作成サ

ポートのためにマンション管理士の派遣

制度があります。板橋にもつくって下さ

い。 

 区では「東京都板橋区良質なマンシ

ョンの管理等を推進する条例」を制定

し、総合的なマンションアドバイザー

の派遣制度の検討を進めています。 

40 
 大規模改修へのサポートだけでなく

「分譲マンション管理適正化推進アドバ
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イザー派遣事業」をつくってほしい。 

・その他 

41 

 ユニバーサルデザインは現場にあった

形を検証して下さい。ときわ台駅では、バ

ス乗り場もタクシー乗り場もない南口に

しか出られないエレベーターしかありま

せん。 

 車いすの利用者が、雨の日にぐるっと

回って踏切を渡ってバス・タクシー乗り

場に行くのを想像して下さい。 

施設利用者が快適に過ごせるよう、

ユニバーサルデザインに配慮した環境

づくりに努めていきます。 

 なお、東武東上線ときわ台駅では、

平成 30 年度中に北口改札内のエレベ

ーターが設置される予定です。 

42 

 高島平地域のまちづくりでは、高島通

りを地下化し、全体を緑化するとともに、

地下化した道路を歩行者と自動車が共存

できる歩車融合型にしてほしい。 

 ご提案いただいた「高島通り」につ

いては、都道となっており、事業化に

向けては都の判断となります。しかし、

区としても「ずっと住むなら、板橋区」

を実現するための目標③「良質な住宅

を安心して選択できる市場環境を実現

する」の関連事業として、高島平地域

のまちづくり推進を行っております。

都市再生の取り組みを進める中で、必

要に応じて、都に提言していきます。 

43 

 エイトライナーは地下鉄で話が進んで

いるようですが、セブンライナーは LRT

（ライト・レール・トランジット）でお願

いします。 

区内の新規の鉄道等の構想といたし

ましては、環状 8号線に沿って、北区・

板橋区・練馬区・杉並区・世田谷区・

大田区の 6区を結ぶ、エイトライナー

構想があります。 

メトロセブンは、環状 7号線に沿っ

て、足立区・葛飾区・江戸川区の 3区

を結ぶ鉄道構想です。 

エイトライナー構想とメトロセブン

構想は、北区で接続します。 

区内の環状７号線を通る鉄道等の構想

はありません。 

44  東板橋体育館などが「有料ジム化」して  現在、「東板橋体育館改修基本計画」



71 

 

きているような気がします。 の策定をめざしており、体育館の利用

方法につきましては、ご意見を踏まえ、

検討していきます。 
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第 10 章 東京都板橋区住宅基本条例及び第９期住宅対策審議会の概要 
 

 

１．東京都板橋区住宅基本条例 

平成４年12月４日 
東京都板橋区条例第59号 

（目的） 

第１条 この条例は、東京都板橋区（以下「区」という。）の住宅政策の基本理念及び

施策に関する基本的事項を定め、区民と協力し、区民の住生活の安定向上を図り、も

って誰もが住みたくなるような魅力あるまちづくりに寄与することを目的とする。 

（住宅政策の基本理念） 

第２条 区は、すべての区民の人間性を尊重し、居住水準の向上及び良好な住環境の形

成に努めるものとする。 

２ 区は、住宅及び住環境が地域社会の形成と、密接に関連することを認識するととも

に、地域性を尊重し、均衡のとれた地域社会の実現に努めるものとする。 

（区長の責務）  

第３条 前条に定める住宅政策の基本理念を実現するため、区長は、福祉施策、まちづ

くり施策その他関連施策との連携を図り、住宅及び住環境に関する施策を総合的かつ

計画的に実施する責務を有する。 

２ 区長は、国、東京都その他関係機関と密接な連携を図り、前項の施策の推進に努め

なければならない。 

（区民等の責務） 

第４条 区民は、居住水準及び住環境の維持向上に努めなければならない。 

２ 事業主は、その雇用する勤労者の住生活の安定向上に努めなければならない。 

３ 開発事業者（都市計画法（昭和43年法律第100号）第４条第12項に規定する開発行

為又は建築基準法（昭和25年法律第201号）第２条第13号に規定する建築を行う者をい

う。以下同じ。）は、区が実施する住宅及び住環境に関する施策に協力するよう努め

なければならない。 

（調査及び計画） 

第５条 区長は、区内の住宅及び住環境の実態を的確に把握するため、これらに関する

調査を定期的に実施するとともに、板橋区住宅白書として公表するものとする。 

２ 区長は、住宅政策を総合的かつ計画的に推進するため、前項の調査に基づき、住宅

及び住環境に関する基本計画を策定するものとする。 

３ 区長は、区民の住宅需要の動向その他社会経済情勢の変化に応じて、前項の基本計

画の見直しを行うものとする。 

（目標とする居住水準） 

第６条 区長、区民及び開発事業者は、区内に建築しようとする住宅が、その形態若し

くは規模又は地域特性に応じて、次に掲げる水準を満たすよう努めなければならない。 

(１) 世帯人員に応じた適切な住戸規模が確保されているものであること。 

(２) 災害に対する安全性が確保されているものであること。 

(３) 環境・保健衛生上必要な設備及び性能を備えているものであること。 

(４) 高齢者、障害者等が居住する住宅においては、それらの者に対する安全性及び快

適性が配慮されているものであること。 

（目標とする住環境水準） 

第７条 区長、区民及び開発事業者は、区内に建築しようとする住宅の周辺環境が、開

発・建築事業の規模、内容又は地域特性に応じて、次に掲げる水準を満たすよう努め

なければならない。 

(１) 地震、火災等の災害に対する安全性が確保されているものであること。 
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(２) 接道、排水等の状況が、環境・保健衛生上適切なものであること。 

(３) 空地及び緑地が確保され、生活関連施設及び公共施設が適切に配置されているも

のであること。 

(４) 地域と調和した良好な美観を有しているものであること。 

（公共住宅の整備等） 

第８条 区長は、区立住宅及び区営住宅の整備を推進し、かつ、適切に管理運営しなけ

ればならない。 

２ 区長は、国、東京都その他関係機関に対し、地域特性に応じた公共住宅の供給等を

要請するよう努めなければならない。 

（区民等への支援） 

第９条 区長は、区民、事業主又は開発事業者が区内の住宅の居住水準若しくは住環境

水準の向上を図ろうとする場合又は居住を継続しようとする場合において、必要があ

ると認めるときは、技術的又は経済的支援をすることができる。 

２ 区長は、前項の支援を行う場合において、住宅に困窮する高齢者、障害者等につい

ては、適切な配慮をするものとする。 

（開発事業者への要請等） 

第10条 区長は、開発事業者に対し、居住水準の向上及び良好な住環境の形成を図るた

め、必要な事項を要請することができる。 

２ 区長は、開発事業者が前項の規定に基づく要請に応じない場合はこれに応じるよう

勧告し、当該勧告に従わないときはその内容を公表することができる。 

（まちづくり組織に対する支援） 

第11条 区長は、地域住民等が当該地域における住宅及び住環境の整備を推進するため

に設置したまちづくり組織に対し、必要があると認めるときは、支援することができ

る。 

（民間賃貸住宅入居に関する啓発） 

第12条 区長は、高齢、障害、国籍等の理由により民間賃貸住宅への入居の機会が制約

されることがないよう、賃貸人その他の関係者に対する啓発に努めるものとする。  

（審議会の設置） 

第13条 区の住宅政策に関する重要な事項を審議するため、東京都板橋区住宅対策審議

会（以下「審議会」という。）を設置する。 

２ 審議会は、区長の諮問に応じ、区長に対して意見を述べることができる。 

３ 審議会は、区長が委嘱し、又は任命する委員20人以内をもって組織する。 

４ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任者の残

任期間とする。 

５ 前各項に定めるもののほか、審議会の組織及び運営に関し必要な事項は、板橋区規

則で定める。 

（財源の確保） 

第14条 区は、住宅政策の円滑な実施を図るため、必要な財源の確保に努めるものとす

る。 

付 則  

１ この条例は、平成５年１月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際、現に存する板橋区住宅基本計画は、第５条第２項の規定によ

り定めたものとみなす。 
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２．東京都板橋区住宅対策審議会規則 
平成４年12月16日 

東京都板橋区規則第63号 

（目的） 
第１条 この規則は、東京都板橋区住宅基本条例（平成４年板橋区条例第59号。以下
「条例」という。）第13条の規定に基づき、東京都板橋区住宅対策審議会（以下「審
議会」という。）について必要な事項を定めることを目的とする。 
（委員）  
第２条 条例第13条第３項に規定する委員は、次の各号に掲げるものにつき委嘱又は任命
する。 
(１) 学識経験者 ５人以内 
(２) 区議会議員 ５人以内 
(３) 区民 ７人以内 
(４) 区職員 ３人以内 
（会長及び副会長） 
第３条 審議会に会長及び副会長１人を置く。 
２ 会長及び副会長は、委員が互選する。 
３ 会長は、会務を総務し、審議会を代表する。 
４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。 
（招集） 
第４条 審議会は、会長が招集する。 
（定足数及び表決数） 
第５条 審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 
２ 審議会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、会長の決する
ところによる。 
（専門部会） 
第６条 審議会に、特別の事項を審議させるため必要があると認めるときは、専門部会
を設置することができる。 
（意見の聴取）  
第７条 審議会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、意見を聴
くことができる。 
（庶務） 
第８条 審議会の庶務は、都市整備部住宅政策課において処理する。 
一部改正〔平成９年規則14号・20年16号〕  
（委任） 
第９条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、審議会が定
める。 
付 則  
この規則は、平成５年１月１日から施行する。 
付 則（平成９年３月28日規則第14号抄） 
（施行期日） 
１ この規則は、平成９年４月１日から施行する。 
付 則（平成20年３月21日規則第16号抄） 
（施行期日） 
１ この規則は、平成 20 年４月１日から施行する。（後略） 
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３．審議会名簿 
 

第９期住宅対策審議会委員名簿 
 

氏  名 主な役職名 

学

識

経

験

者 

  

大 村 謙二郎 筑波大学 名誉教授 

中 島 明 子 和洋女子大学 名誉教授 

白 江 龍 三 白江建築研究所 代表 
前橋工科大学大学院 非常勤講師 

高 橋 龍太郎 地方独立行政法人 東京都健康長寿医療センター  
東京都老人総合研究所 元副所長 

牛 山 美 緒 独立行政法人 都市再生機構 

経営企画部 投資管理課 

区

議

会

議

員

 

  

川 口 雅 敏 板橋区議会議員 

中 村 とらあき 板橋区議会議員 
（平成 27 年７月 24 日から平成 28 年５月 23 日まで） 

し ば 佳代子 板橋区議会議員 

（平成 27 年７月 24 日から平成 28 年５月 23 日まで） 

南 雲 由 子 板橋区議会議員 
（平成 27 年７月 24 日から平成 29 年５月 22 日まで） 

なんば 英 一 板橋区議会議員 

（平成 28 年５月 24 日から平成 29 年５月 22 日まで） 

荒 川 な お 板橋区議会議員 
（平成 28 年５月 24 日から平成 29 年５月 22 日まで） 

松 岡 しげゆき 板橋区議会議員 

（平成 29 年５月 23 日から） 

小 林 おとみ 板橋区議会議員 
（平成 29 年５月 23 日から） 

井 上 温 子 板橋区議会議員 

（平成 29 年５月 23 日から） 

区

民

代

表 

  

須 藤 玲 司 東京都宅地建物取引業協会板橋区支部 支部長 

内 田  充 板橋区老人クラブ連合会 会長 
（平成 27 年７月 24 日から平成 28 年 12 月 30 日まで） 

阿 部  勲 板橋区老人クラブ連合会 会長 

（平成 29 年２月９日から） 

藤 井 亜紀子 板橋区肢体不自由児者父母の会 会長 

寳 田 一 夫 板橋区民生・児童委員会協議会 桜川地区会長 

成 島 圭 子 一般公募 

西  美 保 一般公募 

〔任期 平成 27 年７月 24 日から平成 30 年３月８日〕 
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４．専門部会名簿 
 

第９期住宅対策審議会専門部会委員名簿 
 

氏  名 主な役職名 

学
識
経
験
者 

  

中 島 明 子 和洋女子大学 名誉教授 

牛 山 美 緒 独立行政法人 都市再生機構 
経営企画部 投資管理課 

住
宅
関
係
機
関
等

 

  

小久保 信 一 東京都都市整備局 住宅政策推進部 企画担当課長 
（平成 27年 10月７日から平成 28年２月５日まで） 

濱 本 真 希 東京都都市整備局 住宅政策推進部 企画担当課長 
（平成 28年４月 13日から平成 29年 11月２日まで） 

戸 松 健 東京都住宅供給公社 総務部 経営企画課長 

鈴 木 篤 独立行政法人 都市再生機構 東日本賃貸住宅本部 
東京北エリア経営部 団地マネージャー 

（平成 27年 10月７日から平成 28年２月５日まで） 

石 垣 貴 伸 独立行政法人 都市再生機構 東日本賃貸住宅本部 
東京北エリア経営部 団地マネージャー 
（平成 28年４月 13日から平成 29年 11月２日まで） 

水 野 久 志 東京都建築士事務所協会 板橋支部 副支部長 

高 田 卓 二 マンション管理センター 企画部長兼業務部長 

区

職

員 
 

 区民文化部地域振興課長 

 健康生きがい部長寿社会推進課長 

 健康生きがい部おとしより保健福祉センター 所長 

 福祉部管理課長 

 子ども家庭部子ども政策課長 

 資源環境部環境戦略担当課長 

 都市整備部市街地整備課長 

 都市整備部建築指導課長 
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５．開催経過等 
 

平成 27 年７月 24 日 

第１回 住宅対策審議会 

・「諮問：板橋区における住宅政策の新たな展開について 

～第４次板橋区住宅マスタープランの見直しに向けて～」 

平成 27年 10月７日 第１回 住宅対策審議会専門部会 

平成 27年 12月２日 第２回 住宅対策審議会専門部会 

平成 28 年２月５日 第３回 住宅対策審議会専門部会 

平成 28 年３月２日 

第２回 住宅対策審議会 

・板橋区住宅マスタープラン成果指標達成状況及び国・都・各

区の成果指標について 

・住まいに関する意識調査のアンケート項目について 

平成 28 年４月 13 日 第４回 住宅対策審議会専門部会 

平成 29 年２月 21 日 第５回 住宅対策審議会専門部会 

平成 29 年２月 27 日 

第３回 住宅対策審議会 

・「（仮）板橋区住まいの未来ビジョン 2025」策定に向けた

今後の方向性について 

平成 29 年９月 30 日～

平成 29年 10月 30日 
素案のまとめ公表及び区民意見公募 

平成 29年 11月２日 第６回 住宅対策審議会専門部会 

平成 29年 11月 10日 

第４回 住宅対策審議会 

・「板橋区住まいの未来ビジョン 2025」策定に向けた素案に

ついて 

平成 30 年１月 10 日 

第５回 住宅対策審議会 

・「板橋区住まいの未来ビジョン 2025」策定に向けた原案に

ついて 

平成 30 年３月８日 
第６回 住宅対策審議会 

・答申 
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